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名
　
　
　
　
　
称

提
出

期
限

第
１
号
様
式
の
１

（
法

人
代

表
者

に
よ
る
請

求
（
委

任
な
し
）
）

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
教
育
・
保
育
給
付
費
等
請
求
書

第
１
号
様
式
の
２

（
法
人
代
表
者
に
よ
る
請
求
（
委
任
あ
り
）
）

〃

第
１
号
様
式
の
３

（
園

長
・
施

設
長

に
よ
る
請

求
（
委

任
な
し
）
）

〃

第
１
号
様
式
の
４

（
園
長
・
施
設
長
に
よ
る
請
求
（
委
任
あ
り
）
）

〃

第
１
号
様
式
の
５

（
個

人
設

置
者

に
よ
る
請

求
（
委

任
な
し
）
）

〃

第
１
号
様
式
の
６

（
個
人
設
置
者
に
よ
る
請
求
（
委
任
あ
り
）
）

〃

第
２
号

様
式

子
ど
も
・
子

育
て
支

援
教

育
・
保

育
給

付
費

等
請

求
明

細
書

（
児

童
）

第
３
号

様
式

子
ど
も
・
子

育
て
支

援
教

育
・
保

育
給

付
費

等
請

求
明

細
書

（
施

設
）

第
４
号

様
式

の
１

（
幼

稚
園

）
公

定
価

格
加

算
・
調

整
項

目
届

出
書

毎
月

１
日

時
点

の
届

出
を
当

月
1
5
日

ま
で
（
４
月

１
日

分
の
み
４
月

８
日

）

第
４
号

様
式

の
２

（
保

育
所

）
〃

〃

第
４
号

様
式

の
３

（
認

定
こ
ど
も
園

）
〃

〃

第
４
号

様
式

の
４

（
家

庭
的

保
育

事
業

）
〃

〃

第
４
号

様
式

の
５

（
小

規
模

保
育

事
業

A
型

・
B
型
、
事

業
所

内
保

育
事

業
）

〃
〃

第
４
号

様
式

の
６

（
小

規
模

保
育

事
業

C
型

）
〃

〃

第
４
号

様
式

の
７

（
居

宅
訪

問
型

保
育

事
業

）
〃

〃

第
５
号

様
式

子
ど
も
・
子

育
て
支

援
教

育
・
保

育
給

付
費

等
過

誤
申

立
書

随
時

第
６
号
様
式

施
設
関
係
者
評
価
実
施
届

当
該
年
度
の
３
月
1
5
日

第
７
号
様
式
の
１

入
所
児
童
処
遇
特
別
加
算
（
申
請
・
報
告
）
書

申
請
書
は
、
当
該
年
度
の
1
2
月
末
（
報
告
書
は
当
該
年
度
の
３
月
1
5
日
）

第
７
号

様
式

の
２

入
所

児
童

処
遇

特
別

加
算

月
別

雇
用

時
間

内
訳

表
〃

第
８
号
様
式
の
１

（
幼
稚
園
）

施
設
機
能
強
化
推
進
費
加
算
（
申
請
・
報
告
）
書

申
請
書
は
、
当
該
年
度
の
1
2
月
末
（
報
告
書
は
当
該
年
度
の
３
月
1
5
日
）

第
８
号

様
式

の
２

（
保

育
所

、
地

域
型

保
育

事
業

）
〃

〃

第
８
号

様
式

の
３

（
認

定
こ
ど
も
園

）
〃

〃

第
９
号
様
式

小
学
校
接
続
加
算
実
施
報
告
書

当
該
年
度
の
３
月
1
5
日

第
1
0
号
様
式

栄
養
管
理
加
算
（
申
請
・
報
告
）
書

申
請
書
は
、
当
該
年
度
の
1
2
月
末
（
報
告
書
は
当
該
年
度
の
３
月
1
5
日
）

様
　
　
式

　
　
番

　
　
号

給
付

費
関

係
　
様

式
一

覧

当
月

分
の
請

求
書

（
紙

）
　
・
早
期
は
原
則
翌
月
1
2
日

　
・
通
常
は
原
則
翌
月
1
9
日

※
　
締
切
は
月
に
よ
り
異
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

明
細
デ
ー
タ

　
・
早
期
は
原
則
翌
月
5
日

　
・
通
常
は
原
則
翌
月
1
2
日

明
細

書
（
紙

　
請

求
書

に
添

付
）

　
・
早
期
は
原
則
翌
月
1
2
日

　
・
通
常
は
原
則
翌
月
1
9
日

※
　
締
め
切
り
は
月

に
よ
り
異
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。



名
　
　
　
　
　
称

提
出
時
期

第
１
号

様
式

の
１

（
幼

稚
園

）
向

上
支

援
費

加
算

状
況

等
届

出
書

毎
月

１
日

時
点

の
届

出
を
当

月
1
5
日

ま
で
（
４
月

１
日

分
の
み
４
月

８
日

）

第
１
号
様
式

の
２

（
保
育
所
）

〃
〃

第
１
号
様
式

の
３

（
認
定
こ
ど
も
園

）
〃

〃

第
１
号
様
式

の
４

（
家
庭
的
保
育

事
業
）

〃
〃

第
１
号
様
式

の
５

（
小
規
模
保
育
事
業
A
型
・
B
型
、
保
育
所
型
事
業
所
内
保
育
事
業

小
規

模
型

事
業

所
内

保
育

事
業

Ａ
型

・
Ｂ
型

用
）

〃
〃

第
１
号

様
式

の
６

（
小

規
模

保
育

事
業

C
型

）
〃

〃

第
１
号
様
式

の
７

（
居
宅
訪
問
型

保
育
事
業
）

〃
〃

第
２
号

様
式

の
１

（
幼

稚
園

）
雇

用
状

況
表

毎
月

１
日

時
点

の
届

出
を
当

月
1
5
日

ま
で
（
４
月

１
日

分
の
み
４
月

８
日

）

第
２
号
様
式

の
２

（
保
育
所
）

〃
〃

第
２
号
様
式

の
３

（
認
定
こ
ど
も
園

）
〃

〃

第
２
号

様
式

の
４

（
家

庭
的

保
育

事
業

）
〃

当
月

分
の
請

求
書

提
出

時
に
添

付
し
て
提
出

第
２
号
様
式

の
５

（
小

規
模

保
育

事
業

A
型

・
小

規
模

型
事

業
所

内
保

育
事

業
A
型

）
〃

毎
月

１
日

時
点

の
届

出
を
当

月
1
5
日

ま
で
（
４
月

１
日

分
の
み
４
月

８
日

）

第
２
号
様
式
の
６

（
小
規
模
保
育
事
業
B
型
・
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
B
型
）

〃
〃

第
２
号

様
式

の
７

（
小

規
模

保
育

事
業

C
型

）
〃

〃

第
２
号
様
式

の
８

（
居
宅
訪
問
型

保
育
事
業
）

〃
〃

第
２
号
様
式

の
９

（
保
育
所
型
事

業
所
内
保
育
事
業
）

〃
〃

第
３
号
様
式
の
１

（
幼
稚
園
）

連
携
実
施
（
変
更
）
届
出
書

毎
月
１
日
時
点
の
届
出
を
当
月
1
5
日
ま
で
（
４
月
１
日
分
の
み
４
月
８
日
）
（
対
象
と
な
る
場
合
の
み
）

第
３
号
様
式

の
２

（
保
育
所
）

〃
〃

第
３
号
様
式

の
３

（
認
定
こ
ど
も
園

）
〃

〃

第
４
号

様
式

産
休

等
代

替
職

員
雇

用
費

実
績

報
告

書
請

求
を
行

う
月

の
前

月
1
5
日

ま
で

第
５
号

様
式

産
休

明
け
保

育
児

童
健

康
診

断
実

施
届

〃

第
６
号

様
式

家
庭

的
保

育
補

助
者

（
補

助
員

）
雇

用
実

績
報

告
書

当
月

分
の
請

求
書

提
出

時
に
添

付
し
て
提
出

第
７
号
様
式

交
通
費
負
担
軽
減
助
成
報
告
書

〃

第
８
号
様
式

第
三
者
評
価
受
審
加
算
（
申
請
・
報
告
）
書

申
請
書
は
、
当

該
年

度
の
1
2
月

末
（
報

告
書

は
当

該
年

度
の
３
月

1
5
日

）

向
上

支
援

費
関

係
　
様

式
一

覧
様
　
　
式
　
　
番
　
　
号



名
　
　
　
　
　
称

提
出
時
期

第
１
号
様
式
の
１

処
遇
改
善
等
加
算
等
に
係
る
加
算
率
認
定
申
請
書

新
規
園
：
平
成
2
8
年
３
月

3
1
日
　
　
既
存
園
：
平
成
2
8
年
４
月

８
日

第
１
号
様
式

の
２

職
員
履
歴
報
告
書
（
A
票
）

〃

第
１
号
様
式
の
３

職
員
履
歴
報
告
書
（
B
票
）

〃

第
２
号
様
式

処
遇
改
善
等
加
算
等
に
つ
い
て
の
届
出
書

別
途
お
知
ら
せ
　
平
成
2
8
年
７
月
～

第
３
号
様
式

の
１

賃
金
改
善
計
画
書

〃

第
３
号
様
式

の
２

賃
金
改
善
計
画
書
（
内
訳
表
）

〃

第
３
号
様
式

の
３

賃
金
改
善
確
認
書

〃

第
４
号
様
式

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件
届
出
書

〃

第
５
号
様
式

賃
金
改
善
実
績
に
つ
い
て
の
届
出
書

別
途
お
知
ら
せ
　
平
成
2
9
年
５
月
～

第
６
号
様
式

の
１

賃
金
改
善
実
績
報
告
書

〃

第
６
号
様
式

の
２

賃
金
改
善
実
績
報
告
書
（
内
訳
表
）

〃

第
７
号
様
式

職
員
賃
金
改
善
一
覧

〃

第
１
号

様
式

延
長

保
育

事
業

実
施

届
変

更
す
る
場

合
は
変

更
適

用
月

の
１
月

前
、
年

度
当

初
か
ら
変

更
す
る
場

合
は
、
前

年
度

８
月

末
ま
で

第
２
号

様
式

の
１

（
保

育
所

、
認

定
こ
ど
も
園

）
延

長
保

育
事

業
費

加
算

状
況

等
届

出
書

毎
月

１
日

時
点

の
届

出
を
当

月
1
5
日

ま
で
（
４
月

１
日

分
の
み
４
月

８
日

）

第
２
号
様
式

の
２

（
家
庭
的
保
育

事
業
）

〃
〃

第
２
号
様
式

の
３

（
小
規
模
保
育

事
業
A
型
・
B
型
、
事
業
所
内
保
育
事
業
）

〃
〃

第
２
号

様
式

の
４

（
小

規
模

保
育

事
業

C
型

）
〃

〃

第
２
号
様
式

の
４

（
居
宅
訪
問
型

保
育
事
業
）

〃
〃

第
３
号

様
式

A
B
階

層
減

免
費

内
訳

報
告

書
当

月
分

の
請

求
書

提
出

時
に
添

付
し
て
提
出

第
1
1
号
様
式

（
保

育
所

、
認

定
こ
ど
も
園

、
小

規
模

保
育

事
業

A
型

・
B
型

、
事

業
所

内
保

育
事

業
）

休
日

保
育

実
施

兼
加

算
適

用
届

出
書

当
該

年
度

で
始

め
て
加

算
を
受

け
よ
う
と
す
る
月

の
１
月

前

第
1
1
号
様
式
の
２

（
保

育
所

、
認

定
こ
ど
も
園

、
小

規
模

保
育

事
業

A
型

・
B
型

、
事

業
所

内
保

育
事

業
）

休
日

保
育

実
施

兼
加

算
適

用
変

更
届

出
書

変
更

す
る
場

合
は
変

更
適

用
月

の
１
月

前
、
年

度
当

初
か
ら
変

更
す
る
場

合
は
、
前

年
度

８
月

末
ま
で

休
日
保
育
利
用
児
童
報
告
書

毎
月
１
日
時
点
の
届
出
を
当
月
1
5
日
ま
で
（４

月
１
日
分
の
み
４
月
８
日
）（
障
害
児
等
受
入
加
算
の
対
象
と
な
る
場
合
の
み
）

休
日

保
育

利
用

児
童

実
績

報
告

書
当

月
分

の
請

求
書

提
出

時
に
添

付
し
て
提
出

第
1
7
号
様
式

特
定

教
育

・
保

育
提

供
者

の
業

務
管

理
体

制
の
整

備
に
関

す
る
届

出
書

４
月
末
ま
で

第
1
8
号
様
式

特
定
教
育
・保

育
提
供
者
の
業
務
管
理
体
制
に
関
す
る
変
更
届
出
書

〃

ア
レ
ル
ギ
ー
児
童
数
報
告
書

毎
月
１
日
時
点
の
状
況
を
所
在
区
の
区
役
所
に
提
出

外
国
人
児
童
報
告
書

〃

延
長

保
育

関
係

　
様

式
一

覧

そ
の
他

処
遇

改
善

等
加

算
等

関
係

　
様

式
一

覧

様
　
　
式
　
　
番
　
　
号

業
務

管
理

体
制

関
係

　
様

式
一

覧

休
日

保
育

関
係

　
様

式
一

覧



(2) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（施設）

(3) その他市長が必要と認める書類

３　添付書類

(1) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（児童）

預金種目 １ 普通　２ 当座 口座番号

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）

銀 行
金 庫
組 合

支 店

金融機関
コード番号

支店
コード番号

フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

設置者名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印   

　子ども・子育て支援法第27条、28条、29条又は30条の規定に基づき、次のとおり

子ども・子育て支援教育・保育給付費等を請求します。

１　請求金額

　￥                        （　　　年　　　月利用分）

２　振込先口座

設置者住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

第１号様式の１（法人代表者による請求（委任なし））

年　　月　　日

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求書

横浜市長

事業所番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式編-1-



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

本件振込については上記名義人宛振込願います。

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）

２　振込先口座

預金種目

フリガナ

　￥                        （　　　年　　　月利用分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

口座番号

第１号様式の２（法人代表者による請求（委任あり））

年　　月　　日

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求書

１　請求金額

設置者住所

事業所番号

横浜市長

事業所住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所名称

設置者名

代表者職氏名

　子ども・子育て支援法第27条、28条、29条又は30条の規定に基づき、次のとおり

子ども・子育て支援教育・保育給付費等を請求します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印   

(2) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（施設）

(3) その他市長が必要と認める書類

事業所名称

代表者職氏名

３　添付書類

設置者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

(1) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（児童）

銀 行
金 庫
組 合

金融機関
コード番号

１ 普通　２ 当座

支店
コード番号

支 店

様式編-2-



(2) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（施設）

(3) その他市長が必要と認める書類

３　添付書類

(1) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（児童）

預金種目 １ 普通　２ 当座 口座番号

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）

銀 行
金 庫
組 合

支 店

金融機関
コード番号

支店
コード番号

フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

設置者名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

園長・施設長氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印   

　子ども・子育て支援法第27条、28条、29条又は30条の規定に基づき、次のとおり

子ども・子育て支援教育・保育給付費等を請求します。

１　請求金額

　￥                        （　　　年　　　月利用分）

２　振込先口座

設置者住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

第１号様式の３（園長・施設長による請求（委任なし））

年　　月　　日

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求書

横浜市長

事業所番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本件振込については上記名義人宛振込願います。

(2) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（施設）

(3) その他市長が必要と認める書類

設置者名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

園長・施設長氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

３　添付書類

(1) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（児童）

預金種目 １ 普通　２ 当座 口座番号

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）

銀 行
金 庫
組 合

支 店

金融機関
コード番号

支店
コード番号

フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

設置者名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

園長・施設長氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印   

　子ども・子育て支援法第27条、28条、29条又は30条の規定に基づき、次のとおり

子ども・子育て支援教育・保育給付費等を請求します。

１　請求金額

　￥                        （　　　年　　　月利用分）

２　振込先口座

設置者住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

第１号様式の４（園長・施設長による請求（委任あり））

年　　月　　日

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求書

横浜市長

事業所番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式編-4-



(2) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（施設）

(3) その他市長が必要と認める書類

３　添付書類

(1) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（児童）

預金種目 １ 普通　２ 当座 口座番号

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）

銀 行
金 庫
組 合

支 店

金融機関
コード番号

支店
コード番号

フリガナ

　子ども・子育て支援法第27条、28条、29条又は30条の規定に基づき、次のとおり

子ども・子育て支援教育・保育給付費等を請求します。

１　請求金額

　￥                        （　　　年　　　月利用分）

２　振込先口座

設置者氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印   

第１号様式の５（個人設置者による請求（委任なし））

年　　月　　日

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求書

横浜市長

事業所番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本件振込については上記名義人宛振込願います。

(2) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（施設）

(3) その他市長が必要と認める書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印設置者氏名

３　添付書類

(1) 子ども・子育て支援保育・教育給付費等請求明細書（児童）

預金種目 １ 普通　２ 当座 口座番号

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）

銀 行
金 庫
組 合

支 店

金融機関
コード番号

支店
コード番号

フリガナ

　子ども・子育て支援法第27条、28条、29条又は30条の規定に基づき、次のとおり

子ども・子育て支援教育・保育給付費等を請求します。

１　請求金額

　￥                        （　　　年　　　月利用分）

２　振込先口座

設置者氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印   

第１号様式の６（個人設置者による請求（委任あり））

年　　月　　日

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求書

横浜市長

事業所番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

事業所名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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枚目枚中版

f.横浜市助成合計金額

その他g

合計（請求金額）

e 一時預かり事業費総額

f 横浜市助成総額

d 延長保育事業費総額

給付額　【b － a】請
求
額
集
計
欄

b 公定価格総額

c

横
浜
市
助
成
明
細
欄

請求コード 請求内容 金額
30

31

合計

29

28b.公定価格合計金額

27

26

25

24

23

22

21

20

18

19

17

16

15

14

12

13

10

9

11

8

6

5

7

4

2

1

3

朝 夕 他

延長 預かり

公
定
価
格
明
細
欄

請求コード 請求内容 金額

利
用
実
績

日 曜日
利用

開始時間
利用

終了時間

～ ：：～ ：８時間 ：

：

負担区分 a.負担額

： ～：： ～認定区分 補足給付 11時間

公立私立区分

利用開始日 利用終了日 開所時間 平日 土曜

児童生年月日 クラス区分 地域区分 級地

児童氏名 事業所住所

保護者氏名 事業所名称

請
求
者

事業所番号支給認定証番号

請求先市町村番号 1 4 1 0 0

　第２号様式

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童） 平成 年 月分
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： ： ： ：

： ： ： ：

： ： ： ：

g その他

版

d.延長保育事業費合計金額 【d1-d2】

d2.延長利用料保護者負担分

集
計
欄

d 延長保育事業費総額

f 横浜市助成総額

合計（請求金額）

d1.小計

延
長
保
育
事
業
費
明
細

請求コード 請求内容 金額

f.横浜市助成合計金額

請求コード 請求内容 金額

～

横
浜
市
助
成
明
細
欄

請求コード 請求内容 金額

～地域区分 級地 公立私立区分 ８時間

～事業所名称 11時間 ～

請求先市町村番号 1 4 1 0 0

平日 土曜

事業所住所 開所 ～

　第３号様式

子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設） 平成 年 月分

請
求
者

事業所番号

～

開所時間
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区

横浜市長

印

公定価格の加算・調整項目の実施状況について以下のとおり届け出ます。

前月からの
変更有無※

3

4

5

【加算要件】　当該施設において、次の事業を実施し、要件に該当します（該当項目の□にチェックを入れてください）

※前月分の届出から変更があれば○を記入

8

主幹教諭等専任加算
上記【加算要件】を２つ以上満たし、かつ実際に主幹教諭等を
専従させるための代替教員（非常勤講師）を雇用している場
合、「有」となります。
※「雇用状況表」５.主幹教諭等専任加算で加算要件、配置を
確認

□有　□無

9

子育て支援活動費加算
保護者や地域住民からの育児相談、地域の子育て支援活動等に
取り組んでいる場合は「有」となります。
※「主幹教諭等専任加算」が「有」の場合のみ加算

□有　□無

7
給食実施加算
給食を実施している場合、「有」となります。
※週当たりの給食実施日数を記入
＜挙証資料＞給食の実施状況等が分かる資料等

　□有　　　日
　□無

□今回提出　□提出済
提出日　　　月　　　日

年齢別配置基準を下回る場合（減算項目）
※「雇用状況表」２.基準の幼稚園教職員数と同様の人数を入
力。下回る場合は減算。

　　　　　人

6
通園送迎加算
通園送迎を行う場合、「有」となります。
＜挙証資料＞通園送迎の実施状況等が分かる資料等

□有　□無
□今回提出　□提出済
提出日　　　月　　　日

満３歳児対応教諭配置加算
満３歳児の職員配置基準を、満３歳児６人につき１人により実
施している場合、「有」となります。
※「雇用状況表」２.基準の幼稚園教職員数で確認
＜挙証資料＞資格証（写）

□有　□無
□今回提出　□提出済
提出日　　　月　　　日

チーム保育加配加算
※「雇用状況表」２.基準の幼稚園教職員数と同様の人数を入
力

　　　　　人

1

副園長・教頭配置加算
副園長・教頭を配置し、要件に該当する場合、「有」となりま
す。
※「雇用状況表」４.副園長・教頭配置加算で項目を確認
  現副園長・教頭配置日  平成　　年　　月　　日
＜挙証資料＞副園長・教頭の履歴書

□有　□無
□今回提出　□提出済
提出日　　　月　　　日

2

３歳児配置改善加算
３歳児の職員配置基準を、３歳児15人につき１人により実施し
ている場合、「有」となります。
※「雇用状況表」２.基準の幼稚園教職員数で確認
＜挙証資料＞資格証（写）

□有　□無
□今回提出　□提出済
提出日　　　月　　　日

　 □市や県の補助・助成対象となっている幼稚園での預かり保育を実施している
　 □市や県の補助・助成対象となっている子育て支援活動の推進等による未就園児の保育や、
　　　非在園児の預かり保育を実施している

　 □月の初日に満３歳児が１人以上利用している
　　　（初めて該当になった月から年度を通して当該要件に満たすものとする）
　 □障害児保育教育対象児童又は特別支援対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童が１人以上利用している

加算・調整項目等 実施状況等 挙証資料提出状況 

年度

月分

第４号様式の１（幼稚園）

公 定 価 格 加 算・調 整 項 目 届 出 書 
年　　　　 月　　　　日

施　設　所　在　地

施設・事業所番号

施　設　名

代 表 者 職 ・氏 名
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第４号様式の１（幼稚園） 施設・事業所番号 (             　　        )

10

療育支援加算
障害児を受け入れ、かつ主幹教諭等を補助する者を配置し、地
域住民等の子どもの療育支援に取組む場合、下記区分のＡ又は
Ｂいずれかの該当する区分を選択してください。
【該当区分】
※A区分：特別児童扶養手当支給対象児受入施設
※B区分：それ以外の障害児受入施設
※「主幹教諭等専任加算」が「有」の場合のみ加算
※「雇用状況表」９.療育支援加算で加算要件、主幹教諭等を
補助する者の雇用状況等を確認

□A区分
□B区分
□　　 無

※前月分の届出から変更があれば○を記入

11

指導充実加配加算
利用定員が271人以上の施設で、基本分単価に含まれる非常勤
講師を配置した上で、別途、非常勤講師を配置している場合、
「有」となります。
※「雇用状況表」10.指導充実加配加算で加算要件、非常勤講
師の雇用状況等を確認

□有　□無

12

事務負担対応加配加算
利用定員が271人以上の施設で、基本分単価に含まれる非常勤
事務職員を配置した上で、別途、非常勤事務職員を配置してい
る場合、「有」となります。
※「雇用状況表」11.事務負担対応加配加算で加算要件、非常
勤事務職員の雇用状況等を確認

□有　□無

様式編-10-



前月からの
変更有無※

※前月分の届出から変更があれば○を記入

17

栄養管理加算
栄養士による献立やアレルギー、アトピー等への助言、年間を
通じた継続的な食育活動等を実施している場合、「有」となら
います。
・年間を通じた食育活動等を月１回以上、あるいは年間12回実
施
※申請書を12月末までに提出し確認された場合に３月に請求
＜挙証資料＞栄養管理加算報告書

□有　□無

□申請書提出日
提出日　　　月　　　日

□報告書、他挙証資料提
出（３月）
提出日　　　月　　　日

18

第三者評価受審加算
横浜市の指定評価機関で第三者評価を受審し、その評価結果を
ホームページ等により広く公表する場合、「有」となります。
　実施終了日（有の場合）　　　年　　　月　　　日
※結果公表が翌年度になる場合も、受審年度の属する年度の加
算対象とする。
※５年に１回のみ請求可能
※申請書を12月末までに提出
＜挙証資料＞
第三者評価受審加算報告書､受審状況が分かる資料及び領収書
(写)

□有　□無
□３月提出
提出日　　　月　　　日

15

施設機能強化推進費加算
表面【加算要件】を２つ以上満たし、施設等の総合的な防災対
策を図る取組を行う場合は、「有」となります。
※申請書を12月末までに提出し、確認された場合に３月分
　に請求
＜挙証資料＞施設機能強化推進費加算報告書、
取組に要した経費がわかる領収書（写）等

□有　□無

□申請書提出日
提出日　　　月　　　日

□報告書、他挙証資料提
出（３月）
提出日　　　月　　　日

16

小学校接続加算
要件に該当する小学校との連携・接続に係る取組を行う場合、
「有」となります。
・連携・接続の担当者の明確化
・研修参加、授業等への参加や見学、交流活動等を合わせて年
10回以上実施（小学校との連携は少なくとも年１回以上実施す
ること）
・横浜版接続期カリキュラム「アプローチカリキュラム」の策
定と実践
＜挙証資料＞小学校接続加算実施報告書、アプローチカリキュ
ラム（写）

□有　□無
□３月提出
提出日　　　月　　　日

14

施設関係者評価加算
保護者その他の施設関係者（施設職員を除く）による評価を実
施し、その結果をホームページ・広報誌への掲載、保護者への
説明等により広く公表する場合は、「有」となります。

　実施終了日（有の場合）　　　　　年　　　月　　　日
　公表予定日（有の場合）　　　　　年　　　月　　　日
＜挙証資料＞施設関係者評価実施届

□有　□無
□３月提出
提出日　　　月　　　日

加算項目等（３月分の請求時のみ加算） 実施状況等 挙証資料提出状況

13

外部監査費加算
幼稚園を設置する学校法人等が、当年度の幼稚園の運営に係る
会計について、公認会計士又は監査法人による監査を受ける場
合は「有」となります。

　監査終了日（有の場合）　　　　　年　　　月　　　日
　監査実施機関（有の場合）（　　　　　　　　　　　　）
＜挙証資料＞監査報告書

□有　□無

第４号様式の１（幼稚園） 施設・事業所番号 (             　　        )
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第６号様式

　　　　年　　　月　　　日

横浜市長

施設・事業所番号

施設・事業所名

代表者職・氏名

  評価の実施状況

注１　

注２　

施設・事業所所在地

　　　年度における施設関係者評価の実施について、次のとおり届け出ます

年度を通して定期的に実施している場合は、期間を記載すること

評価にあたっては、保護者その他の施設関係者（施設職員を除く）が実施すること

実施の内容等については、「幼稚園における学校評価ガイドライン」等に準拠し、結果をホームページ・広報誌への掲
載、保護者への説明等により広く公表すること

※評価の実施状況がわかる資料の写しを添付してください

評価実施日（期間）
実施内容

（評価実施者（機関）名、評価内容等）

施設関係者評価実施届

㊞

注１
注２
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第８号様式の１（幼稚園）

　

　

　 ㊞

注１

注２

注３
注４ 報告時には、領収書（写）等を添付すること

合　　計 円
以下の該当する番号を科目欄に記入
支出対象経費となる科目：需用費（①消耗品費、②燃料費、③印刷製本費、④修繕費、⑤食糧費（茶菓）、⑥
光熱水費、⑦医療材料費）・⑧役務費（通信運搬費）・⑨旅費・⑩謝金・⑪備品購入費・⑫原材料費・⑬使用料
及び賃貸料・⑭賃金・⑮委託費（防災訓練及び避難具の整備等に要する特別の経費に限り、保育の提供にあ
たって通常要する経費は含まない。）

災害時用品については災害発生時のみに使用する物品が対象であるため、日常的に使用するもの、一般物
品と区別のつかないものについては対象外とする。製品がわかるチラシ・パンフレットなどを添付。

支出予定額が15万円未満の場合は対象とならない

科目　※注１ 製品名・メーカー・品番　※注２、３ 金　額（単価×個数＝金額で表記）

支　出　予　定　（済）　額　　※注４

要　件　２
（右欄の□に
一つ以上の
チェックが
あること）

□防災教育実施経費（職員等への防災教育を実施する際に必要となる経費）

□避難訓練に使用する避難用具等（避難の際に使用するものや、避難をスムーズにするための
　物品。一般物品と区別がつかないものを除く。）

□災害時用品の整備等に要する経費（特別の経費に限り、保育の提供にあたって通常要する費
　用は含まない）

 申 請 額 150,000円

事
業
内
容

防災教育・避難訓練の実施時期 防災教育・避難訓練の内容

要　件　１
（右欄の□に
二つ以上の
チェックが
あること）

□市や県の補助・助成対象となっている幼稚園での預かり保育事業を実施し、当該年度の４月
　又は５月（又は事業開始月）の利用者数が１人以上いる

□市や県の補助・助成対象となっている子育て支援活動の推進等による未就園児の保育や、非
　在園児の預かり保育などを実施し、当該年度の４月又は５月（又は事業開始月）の利用者数
　が１人以上いる

□当該年度の４月から11月までの各月初日を平均して満３歳児が１人以上利用している

□当該年度の４月から11月までの間に障害児保育教育対象児童又は特別支援対
　象児童と区福祉保健センター長が認めた児童が１人以上利用している

施設機能強化推進費加算(申請・報告）書

　　年　　月　　日

横浜市長

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

施設・事業所名

代表者職・氏名

　　　　年度の施設機能強化推進費加算について、次のとおり（申請・報告）します
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第９号様式

  　　年　　月　　日

横浜市長

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

施設名

代表者職・氏名 ㊞

　　　年度の小学校接続加算の適用を受けるにあたり、実施状況について次のとおり報告します

□

□

□

実施日時
参加、交流、見学の別

　　　　　※１

施設や設置法人の事務分掌や事務取扱、規則等に、小学校との連携・接続の担当に関する業務が明確になっている

小学校接続加算実施報告書

①加算要件の確認（下記の□すべてにチェックがあること）

幼保小連携に関する研修・研究会への参加、授業・行事の見学や参加、小学校との子ども及び教職員の交流活動、
近隣の保育・教育施設との交流などを併せて年10回以上実施している
小学校との連携は少なくとも年１回以上実施すること
実施内容については　「②小学校との連携・接続にかかる取組内容」に記載

小学校との接続を見通した「横浜版接続期カリキュラム アプローチカリキュラム」を作成し、実践している（別
途（写）を添付）
　※策定中の場合は、協議会の開催等により、具体的な策定に向けた研究に着手していると認められる場合も可と
する。なお、協議会の議事録等、証する書類を添付すること

②小学校との連携・接続にかかる取組内容

※１　研修や研究会、授業や行事に参加した場合は「参加」、交流活動を実施した場合は「交流」、
    授業や行事を見学した場合は「見学」と記載

※２　報告書は、毎年３月15日までに「公定価格加算・調整項目届出書」の挙証資料として提出すること
　　　なお、提出期限までに実施していない活動があれば、計画として記入すること

実施内容
研修の名称・講師・参加者、交流の相手先と内容、小学校の行事内容等を記載
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第10号様式

  　　年　　月　　日

横浜市長

㊞

　　 年度の栄養管理加算について次のとおり（申請・報告）します

栄養士の状況
（右欄の□いずれか
1つにチェックが

あること）

栄養士の活動
（右欄の□すべてに
チェックがあるこ

と）

実施月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

施設・事業所名

栄養管理加算（申請・報告）書

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

※申請は、毎年12月末までの提出とし、申請時は４月から11月については各月の実際の実施内容を記入し、12
月から３月については計画を記入すること

代表者職・氏名

①栄養士の活用

□直接雇用している
（派遣の場合や調理員として
栄養士を雇用している場合も
含む）

□委託している
（調理業務委託し受託事業
者に栄養士がいる場合も含
む）

□法人本部で雇用し、
他施設を兼務している

□施設・事業所の職員に対
し、献立やアレルギー、アト
ピー等の対応について助言し
ている

□保護者への食事の提供に
関する相談や助言、情報提
供を行っている（少なくと
も年２回は行うこと）

□食育活動や食育計画
策定にあたり、施設・
事業所に対し助言して
いる

②年間を通じた施設・事業者の活動（予定）状況

※月１回以上あるいは年12回以上の食育活動を実施すること

対象者（職員を除く） 活動内容、活動のねらい
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第１号様式の1（幼稚園）

区

横浜市長

印

横浜市における保育・教育に係る向上支援費の加算状況等について以下のとおり届け出ます。

前月から
の

変更有無
※

9

医療的ケア対応看護師雇用費
区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童を常勤の看護師が保
育し、さらに補助看護職を雇用している場合には「有」となります。
※「雇用状況表」８.医療的ケア対応看護師雇用費で確認
＜挙証資料＞資格証（写）、医療的ケア対象児童認定（変更）決定通知書
（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

※前月分の届出から変更があれば○を記入

7

産休代替職員雇用費
常勤職員が、出産や疾病のため有給で２週間以上療養する場合に、「有」とな
ります。
＜挙証資料＞産休代替職員雇用費実績報告書、産休等職員の雇用契約書
（写）、休業期間中に賃金を全額支払ったことが分かるもの、出産日や療養期
間が分かるもの、産休・病休期間が有給と分かるもの

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

8

障害児等受入加算
障害児保育教育対象児童又は特別支援対象児童と区福祉保健センター長が認め
た児童を保育している場合、「有」となります。
＜挙証資料＞障害児保育教育対象児童等加配区分認定（変更）通知書（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

5

食育推進助成②
１か月あたりの所定労働時間が120時間以上勤務の栄養士を雇用（実人数）して
いる場合、「有」となり、雇用状況表の栄養士の人数（上限まで）を記入しま
す。
※「雇用状況表」６.食育推進助成②請求月初日の調理員の雇用状況で確認
＜挙証資料＞資格証（写）

　□有　　　人
　□無

□今回提出　　□提出済
提出日　　　月　　　日

6

アレルギー児童対応費
アレルギー対応マニュアル（本市作成の保育所における食物アレルギー対応マ
ニュアルでも可）を作成し、マニュアルに沿って対応しており、利用定員に対
する対象児童の割合が３％以上の場合、「有」となります。
＜挙証資料＞アレルギー児童数報告書（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

3
システム化経費助成
請求明細作成ソフト等を用いて請求明細を作成し、電子データで請求明細書
（児童・施設）を提出している場合、「有」となります。

□有　□無

4

食育推進助成①
自園調理（委託の場合も含む）をしている場合、「有」とし、週当たりの自園
調理実施日数を記入します。
※「雇用状況表」６.食育推進助成①調理業務の実施体制で確認

　□有　　　日
　□無

2

連携施設受諾促進加算
地域型保育事業と連携しており、連携実施（変更）届出書の連携条件を満たし
て加算の対象となる場合は、連携条件に応じた、該当する加算区分を選択しま
す。
＜挙証資料＞連携実施（変更）届出書、地域型保育事業者と締結した連携に関
する覚書（写）等

　　□Ａ区分
　　□Ｂ区分
　　□無

□今回提出　　□提出済
提出日　　　月　　　日

加算項目等 実施状況等 挙証資料の提出状況

1

３歳児職員配置加算
３歳児の配置基準を、３歳児15人につき１人により実施している場合、「有」
となります。
※「雇用状況表」２.基準幼稚園教職員数で確認
＜挙証資料＞資格証（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

施　設　名

年度 代 表 者 職・氏 名

月分

向上支援費加算状況等届出書
　　　年　　　月　　　日

施設・事業所番号

施設所在地
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第１号様式の1（幼稚園）
前月から

の
変更有無

※

12

外国人児童保育事業助成
利用定員に対する外国人児童の割合が20％以上である場合、「有」になりま
す。40％以上の加算区分を適用する場合は、基準幼稚園教職員数に加えて、幼
稚園教諭等を雇用していることが必要です。
※「雇用状況表」２.基準幼稚園教職員数　その他加算の幼稚園教職員　外国人
児童保育事業助成で確認
＜挙証資料＞資格証（写）、外国人児童報告書（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

施設・事業所番号 (                     )

※前月分の届出から変更があれば○を記入

10

被虐待児童対応費
虐待が疑われ、施設・事業を利用する児童で、幼稚園教諭加配が必要と区福祉
保健センター長が認めた児童を保育している場合、「有」となります。
＜挙証資料＞被虐待児保育教育対象児童認定（変更）決定通知書（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

11

看護職雇用加算
看護職等の資格を有する職員を雇用している場合、「有」となります。
※「雇用状況表」７.看護職雇用加算で確認
＜挙証資料＞資格証（写）

□有　□無
□今回提出　　□提出済

提出日　　　月　　　日

加算項目等 実施状況等 挙証資料の提出状況
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第２号様式の１（幼稚園）

１　請求月初日の幼稚園教職員数

※月当たりの時間数は「３　請求月初日の職員の雇用状況」の●各園の就業規則等で定めた常勤職員の１か月の勤務時間数を転記してください

月 月 月 月

※「参考様式」を作成し、配置可能教職員数や加算可能項目を確認し、転記してください。

※園長が専任でない場合、教職員数を減算

２　基準幼稚園教職員数

３歳児配置改善加算あり・満３歳児対応加配加算ありの場合

３歳児配置改善加算あり・満３歳児対応加配加算なしの場合

３歳児配置改善加算なし・満３歳児対応加配加算ありの場合

３歳児配置改善加算なし・満３歳児対応加配加算なしの場合

【記入の注意】
注１）　基準幼稚園教職員配置（ｃの算出にあたっての注意）
　①在籍児童数は市内・市外児童数に分けて人数を記載すること。
　②基準幼稚園教職員数は、市内・市外児童数の合計により算出すること。　→　必ず（ ａ＋ｂ ≧ ｃ ）となること。
注２）　その他加算の幼稚園教職員配置（ｄ～ｇの記入上の注意）

⑤d及びeは「参考様式」で算出した人数で記載すること。

4 月１日付　在籍児数

045-000-0000

施設・事業所番号 1234567890123 施設・事業所所在区 ○○ 区

施設名 ●●幼稚園
事務担当者 □□　■■

連絡先

人 10 人

0

0

外国人児童保育事業助成
（定員に対する外国人児童の割合が40%以上） 0 人 f

合　　　　　　　計　　（ｃ+ｄ+ｆ） 19 人 g

年齢別配置基準を下回る場合の調整
（配置基準を下回る人数を記入） 0 人 ｅ

14 人 ｃ

そ
の
他
加
算
の

幼
稚
園
教
職
員

チーム保育加配加算 5 人 ｄ

※小数点以下
　　四捨五入

小 計 280 人 280 人 0 人 280

人 180 ÷　30　＝　 6 人

学級編制調整教諭数
（利用定員36人以上300人以下の施設） 1 人

４ 歳 以 上 児 人 180 人

３ 歳 児 人 人 人

人

0 ÷　20　＝　 0 人
満 ３ 歳 児 人 人

人 ÷　20　＝　 0 人

人 ÷　６　＝　 0 人

３ 歳 児 人 人

満 ３ 歳 児 人 人

6.6 人

人 人

0 ÷　15　＝　 0 人

満 ３ 歳 児 人

100 ÷　15　＝　

0 ÷　６　＝　 0 人

３ 歳 児 人 人

人 90

人

人

市外児童 合計
（小数点第２位以下切捨て）

基
準
幼
稚
園
教
職
員
配
置

満 ３ 歳 児 人 人

３ 歳 児

※教育補助者含む 19 ｈ
人

区
分

年齢区分
☑チェック

利用定員 基準幼稚園教職員数

280 人 市内児童

※幼稚園教職員とは、教育職員免許法第４条第２項に規定する幼稚園の教諭の普通免許状を有する者、
もしくは幼稚園設置基準第５条第２項に規定する教諭を代替する助教諭若しくは講師、教育補助者をいう。

※幼稚園教職員数には派遣職員を含む。施設長が幼稚園教諭であっても幼稚園教職員数には含めない。 対象
幼稚園教職員数 18

a+b
※産休・育休及び病休の者は含めない。産休・育休及び病休の者の代替職員は含めてよい。
※預かり保育を専任担当する教諭は含めない。 ※教育補助者除く 人

人 時間 人

↑各施設の就業規則等で定めた
常勤職員の人数

↑雇用契約で1日の契約労働時間及び週の勤務回数が明確に記載さ
れている場合のみ対象

ｂ小数点第１位を四捨五入

4 未満勤務幼稚園
教職員の合計労
働時間数

未満勤務幼稚園
教職員の常勤換
算後人数

120 時間

15
ａ

120 時間

以上勤務幼稚園
教職員数

未満勤務幼稚
園教職員数人

360.00
①

120 時間 ①÷ 120

3
時間

ｂ

平成28 4

①「基準幼稚園教職員数（ ｃ ）」を超えて、その他加算による教職員配置をしている場合（ ａ＋ｂ ＞ ｃ ）
　 は、配置の実態に合わせてｄ、ｆ欄に人数を計上すること（dを優先）。

②幼稚園教諭免許状を有するが教諭等の発令を受けていない教育補助者を雇用している場合、チーム保育加配加算（ｄ）にのみ算入すること　。

③各加算は、それぞれ要綱等の規定により事前に支給要件に合致することが確認され、各月において実際に各々に該当する役割の教職員が
配置されている場合（「その他加算の幼稚園教職員」欄に人数が入っている場合）に支給対象となる。

④基準幼稚園教職員数の合計（ｇ）は原則として対象幼稚園教職員数以下となること（ ａ＋ｂ ≧ ｇ）。教育補助者をチーム保育に算入し
ている場合は、教育補助者を含める教職員数を適用する （ｈ≧ ｇ）。※端数処理の関係でｈ≧ ｇが成立しない場合もあります。

年度 月　分　 雇　用　状　況　表

120 時間

□

☑

□

□

記入例

・「３ 請求月初日の職員の雇用状況」の幼稚園教職員の合計人数

及び合計労働時間数を転記します。
・園長が非専任の場合、幼稚園教職員数より１名分が減算されます。

●『参考様式』で３歳児配置改善加算あり・満３歳

児対応加配加算なしの場合はこの欄に記入してく

ださい。

※３歳児配置改善加算及び満３歳児対応加配加

算の有無によって記載していただく欄が変わります

ので、ご注意ください。

『参考様式』の「配置
教員数」（常勤換算）
の人数と合っている
か確認します。

『参考様式』で算出した

「チーム保育加配加算の加配

人数」「年齢別配置基準を下

回る場合の調整人数」
を転記します。
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第２号様式の１（幼稚園） 施設・事業所番号 1234567890123 施設・事業所所在区 ○○ 区

３　請求月初日の職員の雇用状況　　

①　園長の兼務状況※該当項目の□にチェックを入れてください

☑ 専任 □ 非専任 ※園長が非専任の場合、対象幼稚園教職員数から１名分が減算されます。

②　各園の就業規則等で定めた勤務時間未満の幼稚園教職員（有資格）　

③　各園の就業規則等で定めた常勤の幼稚園教職員

④　幼稚園教諭の免許を有するが教諭等の発令を受けていない教育補助者

常勤換算換算後の教育補助者人数計 1 人

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

■幼稚園教諭 △△　△△ 平成○○年
４月１日

■正規雇用

6.00 20 120.00□有期雇用

（登録番号：　　　　　　　　　　　　）

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

合
計

正規雇用 15 人
有期雇用 0 人

派遣 0 人

□正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
□

□正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
□

□正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
□

□正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
□

□正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
□

平成○○年
４月１日

■正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
■幼稚園教諭 ○○　○○

平成○○年
４月１日

■正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
■幼稚園教諭 ○○　○○

平成○○年
４月１日

■正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
■幼稚園教諭 ○○　○○

平成○○年
４月１日

■正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣
■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年

４月１日

■正規
■幼稚園教諭 ○○　○○

平成○○年
４月１日

■正規
□有期 □有期

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣 平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣

雇用開始
年月日

雇用形態
☑チェック

幼稚園教諭免許状登録番号 幼稚園教諭免許状登録番号

■幼稚園教諭 ○○　○○ 平成○○年
４月１日

■正規
■幼稚園教諭 ○○　○○

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　名 雇用開始
年月日

雇用形態
☑チェック

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　名

有期雇用 4 人
派遣 0 人

0.00□有期雇用
□派遣

合
計

正規雇用 0 人
合計労働時間数　① 360.00

0.00□有期雇用
□派遣

□　　　　　　
□正規雇用

72.00■有期雇用

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣

□　　　　　　
□正規雇用

72.00■有期雇用

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣

■幼稚園教諭 □□　□□ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

4.50 16

■幼稚園教諭 □□　□□ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

4.50 16

6.00 16 96.00■有期雇用

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣

■有期雇用

平○幼二第00000号（神奈川県） □派遣

■幼稚園教諭 □□　□□ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）幼稚園教諭免許状登録番号

■幼稚園教諭 □□　□□ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

6.00 20 120.00

120 時間計
　※原則として雇用契約での所定労働時間を算定すること。１日の労働時間数は小数点第２位まで記入すること（例：15分は「0.25」、20分は
「0.33」、30分は「0.5」で記載）。１日の労働時間数が固定されていない場合には、１か月の労働時間数のみ記載すること。

●各園の就業規則等で定めた常
勤職員の１か月の勤務時間数

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名
雇用開始年月日

雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

「１ 請求月初日の幼稚園教職員数」にそれ

ぞれ自動で転記されます。

幼稚園教諭免許を有する教諭等の発令を受けていない教育補助者については、チーム保育

加配加算についてのみ算入が可能です。

※園長が非専任の場合、対象幼稚園教職員数から１名分が減算されます。
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第２号様式の１（幼稚園） 施設・事業所番号 1234567890123 施設・事業所所在区 ○○ 区

４　副園長・教頭配置加算

①　加算要件確認（全てを満たすこと）※該当項目の□にチェックを入れてください

■学校教育法第27条に規定する副園長又は教頭の職務をつかさどっている

■学校教育法施行規則第23条において準用する第20条から22条までに該当するものとして発令を受けている

■（園長が専任でない施設の場合）幼稚園設置基準第５条第３項に規定する教員に該当しない

②　請求月初日の副園長・教頭の配置状況（常勤のみ、無資格でも可）

※１か月あたり概ね120時間以上の勤務を契約していること

５　主幹教諭等専任加算

①　加算要件確認（ア、イの両方を満たすこと）※該当項目の□にチェックを入れてください

　ア 以下の事業等のうち２つ以上を実施している

　■障害児保育教育対象児童又は特別支援対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童が１人以上利用している

　イ 主幹教諭等を指導計画の立案等の業務に専任化させるための代替職員（非常勤講師）を雇用している

②　主幹教諭等を専任化させるための代替職員として雇用している職員（非常勤講師）

※１か月あたり概ね60時間以上の勤務を契約していること

６　食育推進助成　　

①　調理業務の実施体制（自施設の調理設備で調理をしていること）

 ■　給食実施日数：　 日/週　　のうち、

　　→自園調理を実施している日数： 　 日/週 ※委託含む

②　請求月初日の調理員の雇用状況

７　看護職雇用加算　

　・請求月初日の看護職の雇用状況（再掲可）

※１か月あたり所定労働時間120時間以上勤務の栄養士を雇用
（実人数）している場合には食育推進助成②（栄養士格付）を助
成します。（上限：利用定員～40人は１人まで、41～150人は２人
まで、151人以上は３人まで）

※雇用状況表内の各項目の対象者と重複しないこと

□准看護師（常勤） （登録番号：000000） □派遣

※常勤は１か月あたり所定労働時間120時間以上の勤務、非常勤は１か月あたり所定労働時間75時間以上の勤務を契約していること（実人数）。

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

■看護師（常勤・非常勤）
★★　◎◎ 平成○○年

４月１日

□正規雇用

6.00 20 120.00□保健師（助産師）（常勤） ■有期雇用

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

有期雇用 1 人

派遣 0 人

合
計

正規雇用 2 人
うち１か月あたり120時間

以上勤務の栄養士

0.00

2 人

□栄養士 □有期雇用

□なし （登録番号：　　　　　　　　　　　　） □派遣

□調理師 □正規雇用

0.00□栄養士 □有期雇用

□なし （登録番号：　　　　　　　　　　　　） □派遣

□調理師 □正規雇用

160.00■栄養士 □有期雇用

□なし （登録番号：000000） □派遣

□調理師
■■　■■ 平成○○年

４月１日

■正規雇用

8.00 20

5.00 20 100.00□栄養士 ■有期雇用

□なし （登録番号：　　　　　　　　　　　　） □派遣

□有期雇用

□なし （登録番号：000000） □派遣

■調理師
■■　■■ 平成○○年

４月１日

□正規雇用

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

□調理師
■■　■■ 平成○○年

４月１日

■正規雇用

8.00 20 160.00■栄養士

（登録番号：　　　　　　　　　　　　） □派遣

4

2

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

※雇用状況表内の各項目の対象者と重複しないこと

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

□ ▲▲　▲▲ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

7.00 20 140.00■有期雇用

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

□有期雇用

（登録番号：　　　　　　　　　　　　）

　■市や県の補助・助成対象となっている幼稚園での預かり保育を実施している

　■市や県の補助・助成対象となっている子育て支援活動の推進等による未就園児の保育や、非在園児の預かり保育を実施している

　■月の初日に満３歳児が１人以上利用している（初めて該当になった月から年度を通して当該要件に満たすものとする）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

□ ▽▽　▽▽ 平成○○年
４月１日

■正規雇用

7.00 20 140.00

■当該施設に常時勤務するものである　　

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

園長以外の教員として、１か月あたり所定労働時間120時

間以上勤務の副園長又は教頭を配置している施設は格付

け加算を請求できます。幼稚園教諭を兼ねている場合に

は「３ 請求月初日の職員の雇用状況」にも記入してくださ

い。

副園長、教頭、主幹教諭及び指導教諭を指導計画の立案等の業
務に専任させるため、１か月あたり所定労働時間60時間以上勤
務の代替教員（非常勤講師）を配置している施設は加算を請求で
きます。「３ 請求月初日の職員の雇用状況」記載の職員と重複
することはできません。

保護者が弁当持参を希望するなどにより給食を利用しな
い子どもがいる場合も実施日に含む

１か月あたり所定労働時間120時間以上勤務の栄養士を１人以上雇用

（実人数）している場合には栄養士格付け加算を請求できます。

所定労働時間120時間以上（看護師は75時間以上）勤務している看護師、保健師又は准

看護師がいる場合は、１名のみ看護職雇用加算の対象となります。
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第２号様式の１（幼稚園） 施設・事業所番号 1234567890123 施設・事業所所在区 ○○ 区

８　医療的ケア対応看護師雇用費

①　支給要件確認※該当項目の□にチェックを入れてください　　■医療的ケア対象児童認定（変更）決定通知書が出ている児童がいる

②　請求月初日の看護職の雇用状況（横浜市特別な支援を必要とする児童の保育・教育実施要綱第８号様式「新たに雇用する職員」に記載されている職員と同じ）

※１か月あたり所定労働時間40時間以上の勤務を契約していること。

９　療育支援加算　

①　加算要件確認（全てを満たすこと）※該当項目の□にチェックを入れてください

■主幹教諭等専任加算の対象施設である　　　

■障害児（障害児保育教育対象児童又は特別支援対象児童）を受け入れている　　

■主幹教諭等を補助する者を配置している　　  

■地域住民等の子どもの療育支援に取り組んでいる

②　主幹教諭等を補助する者の雇用状況

※１か月あたり概ね60時間以上の勤務を契約していること。

10　指導充実加配加算　

①　加算要件確認（全てを満たすこと）※該当項目の□にチェックを入れてください

■基本分単価に含まれる非常勤講師（②ア）を配置した上で、別途、以下の非常勤講師（②イ）を配置している　　  

■利用定員が271人以上

②　非常勤講師の雇用状況

ア　基本分単価に含まれる非常勤講師

イ　別途配置している非常勤講師

※１か月あたり概ね60時間以上の勤務を契約していること。

11　事務負担対応加配加算　

①　加算要件確認（全てを満たすこと）※該当項目の□にチェックを入れてください

■利用定員が271人以上

②　非常勤事務職員の雇用状況

※１か月あたり概ね60時間以上の勤務を契約していること。

※雇用状況表内の各項目の対象者と重複しないこと

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

■■　○○ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

6.00 12

■有期雇用

72.00■有期雇用

□派遣

□准看護師 （登録番号：000000） □派遣

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

※雇用状況表内の各項目の対象者と重複しないこと

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

■看護師
○○　◎◎ 平成○○年

４月１日

□正規雇用

4.00 16 64.00□保健師（助産師）

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

□ ▲▲　☆☆ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

4.00 20 80.00■有期雇用

（登録番号：　　　　　　　　　　　　） □派遣

資格
☑チェック

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

□ ○○　▲▲ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

4.00 20

１か月の
労働時間数

(ａ×ｂ）

80.00■有期雇用

（登録番号：　　　　　　　　　　　　） □派遣

※雇用状況表内の各項目の対象者と重複しないこと

■基本分単価に含まれる非常勤事務職員を配置（□専従の事務職員（本部職員含む）を配置　　■園長等の職員が兼務　　□業務委託）
　した上で、別途、以下の非常勤事務職員を配置している

6.00 12 72.00■有期雇用

□派遣

氏　　　　　　　　　　　名 雇用開始年月日
雇用形態
☑チェック

１日の労働
時間数(ａ)
（休憩除く）

１か月の勤務日数
（又は週の勤務日数

×４）　(ｂ)

※雇用状況表内の各項目の対象者と重複しないこと

■■　◎◎ 平成○○年
４月１日

□正規雇用

医療的ケア対象児童認定（変更）決定通知書が出ている児童がいて、「７ 看護職等雇用加算」の看護職に加えて、１

か月あたり所定労働時間40時間以上の勤務を契約している看護師、保健師又は准看護師がいる場合は、医療的ケ

ア対応看護師雇用費の対象となります。

療育支援加算の加算要件を全て満たしている場合は②に主幹教諭等を補助する者

（資格の有無は問いません）を記入してください。

利用定員が271人以上で、基本分単価に含まれる非常勤講師とは別に非常勤講師を配置してい

る場合は、指導充実加配加算の対象となります。２名の非常勤講師を記載してください。

利用定員が271人以上で、基本分単価に含まれる非常勤事務職員（兼務や委託可）とは別に非

常勤事務職員を配置している場合は、事務負担対応加配加算の対象となります。

基本分単価の非常勤事務職員の状況も忘れずにチェックしてください。
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

人 人

※自動表記されます

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

人

市 町 村 審 査

担 当 者 名

加配人数（※２） 5 人

年
齢
別
配
置
基

準
を
下
回
る
場

合
の
調
整
人
数

必要教員数－配置教員数（教育補助者を除く）
（⑤－①）

0 人

⑤「チーム保育加配加算」の加配人数及び
「年齢別配置基準を下回る場合」の調整人数
を求める際に使用する必要教員数

14

チ
ー

ム
保
育
加
配
加
算

⑥配置教員数（教育補助者を含む）－必要教員数
（②－⑤）

5 人

⑦上限人数（※１） 5 人

○ 「満３歳児対応」のみを実施する

○ いずれも実施しない

○
「３歳児配置改善」と「満３歳児対
応」の両方を実施する

○ 「３歳児配置改善」のみを実施する ○

Ｄ いずれも適用しない場合の必要教員数 12 人 ○

３
歳
児
配
置
改
善
加
算
・

満
３
歳
児
対
応
加
配
加
算

④の算定上の適否の結果を受けて、適用可能な項目（「○」印の付いている項目）から実施する項目を１つ選択
　※「×」印の付いている項目は選択しないこと。

算定上の
適否

３歳児配置改善/満３歳児対応 選択

Ｂ
３歳児配置改善加算のみ適用する場合の
必要教員数

14 人 ○

Ｃ
満３歳児対応加配加算のみ適用する場合の
必要教員数

13 人 ○

人

必
要
教
員
数

３歳児配置改善加算／満３歳児対応加配加算
③必要教員数
（⑳＋㉑）

④算定上の適否

Ａ
３歳児配置改善加算及び満３歳児対応加配加
算を適用する場合の必要教員数

15 人 ○

適 否 5 0

配
置
教
員
数

（

常
勤
換
算
）

①教育補助者を除く
（⑱の小数点第１位を四捨五入）

②教育補助者を含む
（⑲と同じ）

18 人 19

施 設 ・ 事 業 所 名 ●●幼稚園

施 設 ・ 事 業 所 番 号

設 置 者

３歳児配置改善加算の適否 満３歳児対応加配加算の適否 チーム保育加配加算の加配人数
年齢別配置基準を下回る場合の

調整人数

参考様式

平成　　年度　特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する
教員配置に係る加算等認定（変更）申請書

市町村長　殿

平成　　年　　月　　日

市 町 村 名

印

印

④実施状況にあわせて、ど

れか一つを選択してくださ

い。（適応可能な項目から

選択します）

⑥ここに表示された情報と同様の加
算内容を、雇用状況表（２ 基準幼
稚園教職員数）に転記します。

※雇用状況表を正しく記載するための計算シートです。雇用状況表に添付して提出してください。
このシートで配置可能教職員数や加算可能項目を確認し、雇用状況表へ転記してください。
（番号に沿って作業してください。グレーになっている欄への入力は不要です。）

⑤ここに表示された人数が、雇用状況表の「対象保育教諭数」と合っているか確認します。

⑦チーム保育加配加算の
人数に転記します。
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別表

人 人 人 人 人

計 名

⑬ 計 名

※園長が兼務の場合の調整後人数

⑭ 計 名

その他配置教員

＊１　「主幹教諭等専任加算」を適用した場合に記入

＊２　「主幹教諭等専任加算」を適用した施設において「療育支援加算」を適用する場合に記入

担 当 者 名

療育支援加算を適用し配置した主幹教諭等を
補助する者（非常勤職員であって、資格の有無は問わ
ない）（＊２）

氏名 職種

市 町 村 審 査

㉑学級編制調整教諭数（※７） 1 人

主幹教諭等専任加算を適用し配置した代替教
員（非常勤講師）（＊１）

氏名 職種

人

いずれも適用しない場合 　（⑨＋⑩）/30＋（⑪＋⑫）/20 11 人

３歳児配置改善加算のみ適用する場合 　（⑨＋⑩）/30＋（⑪＋⑫）/15 13 人

年
齢
別
配
置
基
準

３歳児配置改善加算／満３歳児対応加配加算 ⑳年齢別配置基準

３歳児配置改善加算及び満３歳児対応加配加
算を適用する場合

　（⑨＋⑩）/30＋　⑪/15＋⑫/6 14 人

満３歳児対応加配加算のみ適用する場合 　（⑨＋⑩）/30＋　⑪/20＋⑫/6 12

配
置
教
員
数

（

常
勤
換
算
）

⑱教育補助者を除く
（⑬＋（⑮の勤務時間の合計/⑰））

⑲教育補助者を含む
（⑬＋⑭＋（（⑮＋⑯）の勤務時間の合計/⑰）

18 人 19 人

時間

時間

教
育
補
助
者

（

※
６
）

氏名 職種 月当たり勤務時間

非常勤の教育補助者の勤務時間計 120 時間

時間

時間

時間

非常勤の幼稚園教諭の勤務時間計 360 時間

時間

0

非
常
勤
・
短
時
間
勤
務
教
職
員

教
育
補
助
者
以
外

（

幼
稚
園
教
諭
）

氏名 職種 月当たり勤務時間

15

教
育
補
助
者

（

※
６
）

氏名 職種

120 時間

園長の兼務状況 専任

常勤の幼稚園教諭数 15

常
勤
教
職
員

教
育
補
助
者
以
外

（

幼
稚
園
教
諭
）

氏名 職種 専任/非専任
（※４）

⑰常勤教職員１人の
月当たり勤務時間

⑪３歳児
（満3歳児除く）

⑫満３歳児 合計

90 90 90 10 280

⑧
利用定員

280 人
園
児
数

（

※
３
）

⑨５歳児 ⑩４歳児

平成　　年度　特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する
配置教員数及び必要教員数算出表

印

①利用定員、園児数（月の初日の利用児童数）を入力します。

②園長の専任・非専
任を選択します。

③配置可能教職員数を算
出します。
【入力項目】
・常勤教職員の月当たり勤
務時間
・常勤教職員数の人数
・非常勤・短時間勤務教職
員の月当たり勤務時間合計
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注）

※１　⑧の利用定員に応じて、以下の利用定員区分ごとの上限人数が自動的に設定される（別紙１（幼稚園（教育標準時間認定１号））

　　Ⅲの５．注１参照）。

　　　45人以下：１人、46人以上150人以下：２人、151人以上240人以下：３人、241人以上270人以下：３．５人、

　　　271人以上300人以下：５人、301人以上450人以下：６人、451人以上：８人

※２　⑦の上限人数の範囲内で、⑥に対してかの端数処理が行われ、加配人数が自動的に計算される（別紙１（幼稚園（教育標準時間

　　認定１号））Ⅲの５．注２参照）。

　　　１．⑥が３人未満の場合

　　　　小数点第１位を四捨五入した員数とする。

　　　　（例）２．３人の場合、２人

　　　２．⑥が３人以上の場合

　　　　小数点第１位が１又は２のときは小数点第１位を切り捨て、小数点第１位が３又は４のときは小数点第１位を５とし、小数点

　　　第１位が５以上のときは小数点第１位を切り上げて得た員数とする。

　　　　（例）３．２人の場合→３人、３．４人の場合→３．５人、３．６人の場合４人

※３　年度の初日の前日における満年齢に応じて、年度の初日における見込み数を記入（満３歳児については、年度末時点での在籍見

　　込み数の半数（小数点以下切上げ）を記入。）。なお、「満３歳児」とは、年度の初日の前日における満年齢が２歳で、年度途中

　　に満３歳に達した者をいう。

※４　園長の専任/非専任をプルダウンから選択。

※５　園長及び幼稚園設置基準第５条第３項の教員を除く人数を自動計算（園長が非専任の場合は、合計人数から幼稚園設置基準第５

　　条第３項の教員１名分が自動的に減算される。）。

※６　チーム保育加配加算において、幼稚園教諭の免許状を有するが教諭等の発令を受けていない教育補助者を算入することができる

　　ため、必要事項を記入（別紙１（幼稚園（教育標準時間認定１号）Ⅲの５．（１）参照）。

※７　⑧の利用定員が36人以上300人以下の場合は自動的に１人加配される。
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第３号様式の１（幼稚園用）

施設・事業所番号

　

　 施設・事業所名

　 　印

１ 連携施設受諾促進加算区分

□Ａ区分（単価１）：85,000円 □Ｂ区分（単価２）：57,400円

※各月１日時点の連携内容に基づき、加算区分を申請します。

２ 連携内容

(1) 連携する地域型保育事業を記載してください。

(2) 連携条件確認

（ア）

（イ）

（ウ）

条件ア、イ、ウ全てに該当する場合

条件ア、イともに該当する場合　

<添付書類> 連携にかかる協定書（変更届の場合は、変更後の協定書）

連携実施（変更）届出書

　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　横浜市長

　　　地域型保育事業との連携実施（変更）について、次のとおり届け出ます。

施設種別 施設名 住所
連携開始
(変更)日

施設所在地

代表者職・氏名

□ 条件ア 横浜市私立幼稚園等預かり保育事業（通常型・平日型）を実施している

□ 条件イ 連携施設児童の卒園後の受入枠を設定している

→Ａ区分（単価１）：85,000円

→Ｂ区分（単価２）：57,400円

□ 条件ウ 保育内容の支援について、以下の項目を全て実施している

事業者からの相談に応じ、保育に関する助言を行うなど、必要な支援を行う

施設の状況に応じ、連携施設に対して施設や園庭を開放する

連携施設の児童に対して、集団における活動の体験や児童同士の関係づくりの一環として交流保育等を実施す
る
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第３号様式の１（幼稚園）

施設・事業所番号 ●●●●●●●●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 横浜市●●区●●０-０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●●●幼稚園

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●●●● 　印

１ 連携施設受諾促進加算区分

■Ａ区分：85,000円 □Ｂ区分：57,400円

※各月１日時点の連携内容に基づき、加算区分を申請します。

２ 連携内容

(1) 連携する地域型保育事業を記載してください。

(2) 連携条件確認

（ア） 

（イ） 

（ウ） 

条件ア、イ、ウ全てに該当する場合

条件ア、イともに該当する場合　

<添付書類> 連携にかかる協定書（変更届の場合は、変更後の協定書）

連携実施（変更）届出書

横浜市長

施設所在地

施設・事業所名

代表者職・氏名

平成　　　28年　　　８月　　　1日

　　　地域型保育事業との連携実施（変更）について、次のとおり届け出ます。

施設種別 施設名 住所
連携開始
(変更)日

家庭的保育事業 〇〇保育室 横浜市〇〇区〇〇１－１ 平成28年4月1日

小規模保育事業 〇〇〇ナーサリー 横浜市〇〇区〇〇２－２ 平成28年7月20日

→Ａ区分：85,000円

→Ｂ区分：57,400円

■ 条件ア 横浜市私立幼稚園等預かり保育事業（通常型・平日型）を実施している

 ■ 条件イ 連携施設児童の卒園後の受入枠を設定している

■ 条件ウ 保育内容の支援について、以下の項目を全て実施している

事業者からの相談に応じ、保育に関する助言を行うなど、必要な支援を行う

施設の状況に応じ、連携施設に対して施設や園庭を開放する。

連携施設の児童に対して、集団における活動の体験や児童同士の関係づくりの一環として交流保育等を実施する

市内の地域型保育事業との連携についてのみ記載してください。

２（２）の連携条件確認で該当した加算を選択してください。

協定書の有効期間の開始日とあわ
せるように記入してください。

複数の地域型保育事業と連携していて、連携先により条件が異なる場合であっても、
一つでも実施対象としている連携先事業がある項目は選択してください。

連携開始（変更）日以降に
届出してください。

記入例
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第４号様式

　　年　　　月　　　日

横浜市長

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

代表者職・氏名 印

  (1)産休： 賃金の全額を支給する就業規則又は労働契約 □あり 　　□なし

ありの場合記入 【産前：６週(多胎妊娠　　週)　、産後：８週（多胎妊娠　　週）】

  (2)病休： 賃金の全額を支給する就業規則又は労働契約 □あり 　　□なし

２　産休等職員の状況について

（　　　年　　月　　日生）　 歳

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

※産休等の期間が年度をまたがる場合は、下段も記入。年度をまたがらない場合は空欄

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

※所定労働時間（休憩時間を除く）を記入してください

３　職員雇用経費について

注２　以下の書類を添付すること。

・産休等職員の賃金の全額を支給する就業規則又は労働契約書の写し

・産休等職員の雇用契約書等の写し等（雇用形態、勤務形態、勤務日数、勤務時間等がわかるもの）

・産休等職員の妊娠証明書又は医師の診断書（出産予定日又は療養が必要な期間の記載のあるもの）　

・出産日を証する書類（母子健康手帳でも可）

・産休等職員の休業期間中に賃金を全額支払ったことがわかるもの

注４　病休期間は最大で９０日までとする。

　産休等代替職員雇用費実績報告書

施設・事業所名

　産休等期間中の産休等代替職員雇用費について、次のとおり実績を報告します。
　併せて、当該産休等職員の産休等期間前の雇用及び勤務形態を証するもの、産休等期間を証するもの及び産休等期
間中に賃金を支払ったことがわかるものを提出します。
　なお、本報告書に記載した事項については、相違ありません。

1　出産することとなる者及び病気等のため2週間以上療養が必要な者に対して、労働基準法第11条に規定する賃金の全
額の支給をする就業規則又は労働契約について

（ふりがな）

氏　　名
要綱別表の
資格種別

（生年月日）

傷病名

病院名

出産予定日

出産日

産休
期間

病休
期間

産休日数
（開所日のみ）

計　　　　日　　① 病休日数
（開所日のみ）

計　　　　　日　　②

当該年度
の産休
期間

当該年度の
病休
期間

産休日数
（開所日のみ）

計　　　　日　　①’ 病休日数
（開所日のみ）

計　　　　　日　　②’

１日の雇用契約時間※ 時間　③

要綱別表の
資格種別

要綱別表による

単価(時給)④
１日あたりの時間⑤

（③を転記）
1日あたり単価

④×⑤＝⑥

※産休等期間が年度をまたがる場合は①’もしくは②’を転記

注１　1日の雇用契約時間は、産休等職員の雇用契約上の所定労働時間を記載するものとする。

注３　年度を越えて産休等を取得する場合は、再度「産休等代替職員雇用費実績報告書」を作成し、前年度の実績報告書の写しを添
付して提出すること。

勤務日数
（①もしくは
②を転記

※）⑦

産休等代替職員雇用費計（円）
⑥×⑦

　

～ ～

～ ～～
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第４号様式

　　年　　　月　　　日

横浜市長

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

代表者職・氏名 印

  (1)産休： 賃金の全額を支給する就業規則又は労働契約 ■あり 　　□なし

ありの場合記入 【産前：６週(多胎妊娠　　週)　、産後：８週（多胎妊娠　　週）】

  (2)病休： 賃金の全額を支給する就業規則又は労働契約 □あり 　　□なし

２　産休等職員の状況について

（　Ｈ１年　１月　１日生）　 歳

年 月 20 日 年 月 日

年 月 28 日 年 月 日

※産休等の期間が年度をまたがる場合は、下段も記入。年度をまたがらない場合は空欄

年 月 20 日 年 月 日

年 月 31 日 年 月 日

※所定労働時間（休憩時間を除く）を記入してください

３　職員雇用経費について

注２　以下の書類を添付すること。

・産休等職員の賃金の全額を支給する就業規則又は労働契約書の写し

・産休等職員の雇用契約書等の写し等（雇用形態、勤務形態、勤務日数、勤務時間等がわかるもの）

・産休等職員の妊娠証明書又は医師の診断書（出産予定日又は療養が必要な期間の記載のあるもの）　

・出産日を証する書類（母子健康手帳でも可）

・産休等職員の休業期間中に賃金を全額支払ったことがわかるもの

注４　病休期間は最大で９０日までとする。

Ｈ２9年　 ３月　３日

時間　③7.5

　産休等代替職員雇用費実績報告書

施設・事業所名

　産休等期間中の産休等代替職員雇用費について、次のとおり実績を報告します。
　併せて、当該産休等職員の産休等期間前の雇用及び勤務形態を証するもの、産休等期間を証するもの及び産休等期
間中に賃金を支払ったことがわかるものを提出します。
　なお、本報告書に記載した事項については、相違ありません。

1　出産することとなる者及び病気等のため2週間以上療養が必要な者に対して、労働基準法第11条に規定する賃金の全
額の支給をする就業規則又は労働契約について

（ふりがな）

氏　　名 〇〇　〇〇 要綱別表の
資格種別 保育士

（生年月日） 27

傷病名

病院名

出産予定日 Ｈ２9年　 ３月　３日

出産日

産休
期間

Ｈ２9 1 病休
期間

Ｈ２9 4

産休日数
（開所日のみ）

計　70　日　　① 病休日数
（開所日のみ）

計　　　　　日　　②

当該年度
の産休
期間

Ｈ２9 1 当該年度の
病休
期間Ｈ２9 3

産休日数
（開所日のみ）

計　50　日　　①’ 病休日数
（開所日のみ）

計　　　　　日　　②’

459,000

１日の雇用契約時間※

要綱別表の
資格種別

要綱別表による

単価(時給)④
１日あたりの時間⑤

（③を転記）
1日あたり単価

④×⑤＝⑥

※産休等期間が年度をまたがる場合は①’もしくは②’を転記

注１　1日の雇用契約時間は、産休等職員の雇用契約上の所定労働時間を記載するものとする。

注３　年度を越えて産休等を取得する場合は、再度「産休等代替職員雇用費実績報告書」を作成し、前年度の実績報告書の写しを添
付して提出すること。

勤務日数
（①もしくは
②を転記

※）⑦

産休等代替職員雇用費計（円）
⑥×⑦

保育士 1,224 7.5 9,180 50

～ ～

～～

記入例

請求に合せて実績の報告

書を提出していただきます。

例の場合は

29年３月分として50日分。

29年４月分として20日分。

～

要綱別表の産休等代替職員

雇用費欄の資格種別・時給単

価から転記をお願いします。

請求明細書（施設）の
産休代替職員雇用費
の金額と合っているか
の確認をお願いします。
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第８号様式

横浜市長

１　受審の詳細について

注１　

注２　 受審費用の助成は、当該年度内に支払したものに限ります。

注３　

２　受審費用について

※受審状況が分かる資料及び領収書のコピーを添付してください。

※第三者評価受審費助成額は上限60万円です。　①欄には、受審費用と上限60万円のいずれか低い額を記載します。

※②欄は、公定価格における第三者評価受審加算の合計額を記載してください。
　　【（150,000円　÷　３月初日の利用子ども数（10円未満の端数切捨て））×３月初日の利用子ども数】
※③第三者評価受審費助成請求額は①（受審費用と60万円のいずれか低い額）から②を引いた額です。
※②及び③については、５年に１回の助成となります。

第三者評価受審加算　②
（公定価格） 円

第三者評価受審費助成請求額　③
（①－②） 円

横浜市福祉サービス第三者評価の指定評価機関であることとします。

本年度及びその前４年度間に受審し、第三者評価受審費助成（向上支援費）を受けた施設は対象外です。

受審費用　① 円

毎年受審するなど、向上支援費の助成対象年度でない場合は、「２　受審費用について」の第三者評価受審費助成請
求額は０円となります。

受審期間 　　　　　　　　　年　　　月　　～　　　　　　　　年　　　　月

前回受審年度 　　　　　　　　年度

前回助成対象年度
（第三者評価受審費助成）

　　　　　　　　年度

受審評価機関

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

施設・事業所名

代表者職・氏名 ㊞

第三者評価受審加算（申請・報告）書
　　　　年　　　月　　　日

　第三者評価受審加算について、次のとおり（申請・報告）します。

注１

注３

注３

注２
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第８号様式

横浜市長

１　受審の詳細について

注１　

注２　 受審費用の助成は、当該年度内に支払したものに限ります。

注３　

２　受審費用について

第三者評価受審加算（申請・報告）書
　　　　年　　　月　　　日

施設・事業所番号

施設・事業所所在地

施設・事業所名

代表者職・氏名 ㊞

　第三者評価受審加算について、次のとおり（申請・報告）します。

受審評価機関 市民セクターちりぬるを

受審期間 平成28年7月　　　～　　　平成28年12月

前回受審年度 　　　　　　　　年度

前回助成対象年度
（第三者評価受審費助成）

　　　　　　　　年度

横浜市福祉サービス第三者評価の指定評価機関であることとします。

本年度及びその前４年度間に受審し、第三者評価受審費助成（向上支援費）を受けた施設は対象外です。
毎年受審するなど、向上支援費の助成対象年度でない場合は、「２　受審費用について」の第三者評価受審費助成請
求額は０円となります。

受審費用　① 600,000 円

第三者評価受審加算　②
（公定価格） 150,000 円

第三者評価受審費助成請求額　③
（①－②） 450,000 円

※受審状況が分かる資料及び領収書のコピーを添付してください。

※第三者評価受審費助成額は上限60万円です。　①欄には、受審費用と上限60万円のいずれか低い額を記載します。

※②欄は、公定価格における第三者評価受審加算の合計額を記載してください。
　　【（150,000円　÷　３月初日の利用子ども数（10円未満の端数切捨て））×３月初日の利用子ども数】
※③第三者評価受審費助成請求額は①（受審費用と60万円のいずれか低い額）から②を引いた額です。
※②及び③については、５年に１回の助成となります。

注１

注３

注３

注２

記入例

『１ 受審の詳細について』を記入し、12月
末までに申請をしたうえで、３月の請求時に
『２ 受審費用について』も記載し、報告書と
して添付してください。
・チェックポイント
□ 過去４年以内に助成を受けていない
□ 横浜市の指定する第三者評価機関か
□ 受審費用の領収書の日付が助成を受

ける年度内であるか

※28年４月～29年３月の間に支払

いしたものについては、29年３月分

で請求してください。

受審期間が28年度中であっても支

払いが29年４月の場合は、29年度

（30年３月分）での請求となります。

請求明細書（施設）の第三者評価受審加
算（公定価格明細欄）及び第三者評価受
審費助成（横浜市助成明細欄）の金額と
合っているかの確認をお願いします。
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第１号様式の１

横浜市長 平成 年 月 日

％ ％ ％ ％

年 ％

ア イ ウ

1 年
か
月

年
か
月

年
か
月

2 年
か
月

年
か
月

年
か
月

3 年
か
月

年
か
月

年
か
月

4 年
か
月

年
か
月

年
か
月

5 年
か
月

年
か
月

年
か
月

6 年
か
月

年
か
月

年
か
月

7 年
か
月

年
か
月

年
か
月

8 年
か
月

年
か
月

年
か
月

9 年
か
月

年
か
月

年
か
月

10 年
か
月

年
か
月

年
か
月

設置者名
代表者職・氏名

横浜市　　　　　　　区

印

　平成　　年度　処遇改善等加算及び横浜市職員処遇改善費に係る加算率の認定について、次のとおり申請し
ます。また、次の事項について相違ありません。
　１　その他の社会福祉施設の通算勤続年数については、個々の履歴を確認の上、積算対象施設を記載した職
　　員履歴報告書や職員状況報告書を別途提出し、内容を確認していること。
　２　４月１日現在、産休・病休の職員がいる場合は、有給の場合のみ記載していること。

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

その他の施設・
事業所の
通算勤続年数

合計　ア＋イ氏　　　　名 性別 生年月日 職　種
現に勤務する
施設・事業所
の勤務開始日

現に勤務する
施設・事業所の
勤続年数

0 0

定　　　員 地域区分 16/100 開設年月日

注２） 平成26年度に「保育士等処遇改善臨時特例事業」を実施した保育所で、別紙の「保育所における経過措置に係る
賃金改善要件分適用表」に該当する場合は、②の賃金改善要件分の値を⑤の経過措置の加算率にすることができ
ます注３） ②の賃金改善を行わない場合及び⑤の経過措置で低い加算率を適用させる場合は、④の横浜市職員処遇改善費を
申請することはできません。

注１） 賃金改善要件分を申請をしない場合は、②で「否」に○をつけること。

⑤　保育所における経過措置を適用させる場合
平成26年度の
平均勤続年数

前年度賃金改善
要件分の値

①　平均勤続年数
（C欄）をもとに適用
される基礎分の値

　②　賃金改善要件分の値
③が否の場合は、キャリアパス

要件分の値を減じること。

④　横浜市職員処遇改善費の値
②を否とする場合及び②で⑤の経過措置

を該当する場合は0%とする

施設・事業所に適用され
る

加算率（①＋②＋④）
③キャリア
パス要件

適・否 適・否 適・否

横浜市　　　　　　　区

平成　　　年度処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書

市町村名
施設・事業種別

施設・事業所番号

施設・事業所住所

施設・事業所名称

設置者住所
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第１号様式の１ 横浜市　　　　　　　区

11 年
か
月

年
か
月

年
か
月

12 年
か
月

年
か
月

年
か
月

13 年
か
月

年
か
月

年
か
月

14 年
か
月

年
か
月

年
か
月

15 年
か
月

年
か
月

年
か
月

16 年
か
月

年
か
月

年
か
月

17 年
か
月

年
か
月

年
か
月

18 年
か
月

年
か
月

年
か
月

19 年
か
月

年
か
月

年
か
月

20 年
か
月

年
か
月

年
か
月

21 年
か
月

年
か
月

年
か
月

22 年
か
月

年
か
月

年
か
月

23 年
か
月

年
か
月

年
か
月

24 年
か
月

年
か
月

年
か
月

25 年
か
月

年
か
月

年
か
月

26 年
か
月

年
か
月

年
か
月

27 年
か
月

年
か
月

年
か
月

28 年
か
月

年
か
月

年
か
月

29 年
か
月

年
か
月

年
か
月

30 年
か
月

年
か
月

年
か
月

31 年
か
月

年
か
月

年
か
月

32 年
か
月

年
か
月

年
か
月

33 年
か
月

年
か
月

年
か
月

34 年
か
月

年
か
月

年
か
月

35 年
か
月

年
か
月

年
か
月

36 年
か
月

年
か
月

年
か
月

37 年
か
月

年
か
月

年
か
月

38 年
か
月

年
か
月

年
か
月

39 年
か
月

年
か
月

年
か
月

40 年
か
月

年
か
月

年
か
月

41 年
か
月

年
か
月

年
か
月

42 年
か
月

年
か
月

年
か
月

43 年
か
月

年
か
月

年
か
月

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0
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第１号様式の１ 横浜市　　　　　　　区

44 年
か
月

年
か
月

年
か
月

45 年
か
月

年
か
月

年
か
月

46 年
か
月

年
か
月

年
か
月

47 年
か
月

年
か
月

年
か
月

48 年
か
月

年
か
月

年
か
月

49 年
か
月

年
か
月

年
か
月

50 年
か
月

年
か
月

年
か
月

51 年
か
月

年
か
月

年
か
月

52 年
か
月

年
か
月

年
か
月

53 年
か
月

年
か
月

年
か
月

54 年
か
月

年
か
月

年
か
月

55 年
か
月

年
か
月

年
か
月

56 年
か
月

年
か
月

年
か
月

57 年
か
月

年
か
月

年
か
月

58 年
か
月

年
か
月

年
か
月

59 年
か
月

年
か
月

年
か
月

60 年
か
月

年
か
月

年
か
月

人 年
か
月

年

％

注）

２　個々の職員の勤続年数の算定に当たっては、各年度４月１日現在により算定すること。
３　常勤職員の場合や１日６時間以上かつ月20日以上勤務している非常勤職員の場合は記載すること。

平均勤続年数（C欄）
をもとに適用される

基礎分の値

１　職員１人あたりの平均勤続年数のC欄の算定に当たっては、６か月以上の端数は１年とし、６か月未満の端数は
切り捨てるものとすること。

　　Ｂ

0 0 0

職員１人当り
平均勤続年数

　　（算式）　Ｂ÷Ａ＝Ｃ
　　　　　　　（６月以上の端数は切り上げ）

Ｃ

合　　　　計
　　Ａ

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0
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第１号様式の２

※ＮＯ欄は記入しないでください
【現在の勤務施設・状況】

【その他の施設の勤務履歴】
※１：積算対象の施設における勤務歴のみ記入　
※２：自施設での過去の勤務歴も記入
※３：直近のものから順番に遡って記入
※４：休職から復帰の場合は、休職取得前の経歴を【過去の勤務歴】に記入
※５：常勤で働いていた施設・事業所又は１日６時間以上、月２０日以上勤務していた施設・事業所を記入

①

④

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

③

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種

②

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間

勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

１．職種欄は、「園長・施設長」、「副園長・教頭」、「保育教諭」、「教諭」、「保育士」、「保育従事者（無資格）」、「栄養士」、「調
理員」、
　「保健師・助産師・看護師」、「事務職員」、「家庭的保育者」、「家庭的保育補助者」、「子育て支援員」、「その他の職員」の
中から
　記入すること。

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ  　   年     月     日

施設名称 所在地

※　国や市の表彰者の推薦のための参考とさせていただく
場合があります。

職　種 生年月日 T. S. H. 年 月 日

資
 

格
 

欄

資 格 の 種 類 取 得 年 月 日

表
 

彰
 

欄

表 彰 の 種 類 受 賞 年 月 日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ  　   年     月     日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ 　    年     月     日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ 　    年     月     日

職員履歴報告書 （Ａ票） ＮＯ

秘

施 設 名 (ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏　名
性別 男 ・ 女

勤　務
開始日

　　　年　　　月　　　日
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第１号様式の２

勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

⑩

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種

　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

⑨

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種

⑧

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

⑤

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

⑦

施設名称 所在地

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

⑥

施設名称 所在地

施設種別

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）
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第１号様式の３ 秘
職員状況報告書（Ｂ票）

(前年度4月2日より３月31日までに異動のあった者）

氏　　名 変更事項
変更（退職）

年月日
備　　考

1退職（または異動）※

2休職（無給）※
3氏名　　　4職種
5資格      6その他※

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

1退職（または異動）

2休職（無給）
3氏名　　　4職種
5資格      6その他

　年　　月　　日

注1　市内同一法人経営の施設・事業所での異動のみ「異動」とし、それ以外は退職扱いとすること。
注2　勤務時間の短縮等により、平均勤続年数の算定対象外となった職員は、退職として本様式に記載すること。

注4　休職は「無給」の場合のみ記入すること。復職したときは、改めて「職員履歴報告書（Ａ票）」を提出すること。
注5　変更事項が「その他」の場合は備考欄に記入すること。

注3　注2の場合、翌年以降再び平均勤続年数算定の対象となった場合は改めて「職員履歴報告書（Ａ票）」を提出すること。

施設・事業所番号

施設・事業所住所

施設・事業所名称

変　更　前

設置者名

代表者職・氏名 印

市町村名 横浜市　　　　　　　区

施設・事業種別

変　更　後

設置者住所
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第２号様式

横浜市長

　

(添付資料)

□ 第３号様式の１（賃金改善計画書）
□ 第３号様式の２（賃金改善計画書（内訳表））※配分する場合のみ
□ 第３号様式の３（賃金改善確認書）
□ 第４号様式（キャリアパス要件届出書）
□ 挙証資料

・ 就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの

・ 給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの

・ 当該年度の研修の目標と研修計画、能力評価の仕組みが分かるもの

・ 資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの

□ 賃金改善計画書における加算見込額積算表

□ 必要な書類がすべて入っていることを確認しました。
□ 記入漏れはありません。

施設・事業種別

処遇改善等加算等についての届出書（平成　　年度）

平成　　　年　　　　月　　　　日

施設・事業所区名 横浜市　　　　　　　　　　区

施設・事業所番号

施設・事業所住所

施設・事業所名称

設置者住所

設置者名

代表者職・氏名 印

　別添のとおり、保育・教育に従事する職員の処遇改善計画書その他必要な書
類を添えて届け出ます。

（新規施設・事業所又が、新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業
所は必ず挙証資料の提出をお願いします。既存施設・事業所で、昨年度も
賃金改善要件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は、変更がなけれ
ば提出は必要ありません。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしく
は変更箇所や変更内容が分かるものの提出をお願いいたします。）

担当者

書類についての連絡
先電話番号
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第３号様式の１

（１）賃金改善について

① ㋐＋㋑

処遇改善等加算【国】(1,000円未満は切り捨て) ㋐

職員処遇改善費【市】(1,000円未満は切り捨て) ㋑

② a＋ｂ

③

④

① a

一人当たりの平均賃金改善額：

① ｂ

一人当たりの平均賃金改善額：

市町村名

設置者住所

施設・事業所名称

施設・事業所番号

横浜市　　　　　　　区

施設・事業所住所

施設・事業種別

円

円

円

代表者職・氏名

下記について、全ての職員に対し周知をした上で、提出していることを証明いたします。

印

③

　賃金改善内容

（留意点）
一人当たりの賃金改善月額などについても可能な
限り記載すること。なお、当該改善額は見込かつ
全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み税引
き前であるため、実際の個々人の手取り額とは必
ずしも一致しない。

③

② （該当する項目にレ点を付すこと。手当等に
ついては、具体的名称を記載すること。）

　賃金改善内容

（留意点）
一人当たりの賃金改善月額などについても可能な
限り記載すること。なお、当該改善額は見込かつ
全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み税引
き前であるため、実際の個々人の手取り額とは必
ずしも一致しない。

賃金改善実施期間 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

詳細：

（３）（２）以外の職員に係る賃金改善について

　　～平成　　　　　　年　　　　　　月

時期：　平成　　　　　　年  　　　　　月

（２）保育士、幼稚園教諭、保育教諭に係る賃金改善について
　　　（※家庭的保育事業、小規模保育事業Ｃ型の家庭的保育者を含む）

円

賃金改善見込額

賃金改善を行う給与項目

時期：　平成　　　　　　年  　　　　　月

　　～平成　　　　　　年　　　　　　月

詳細：

□基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

円

円

賃金改善計画書（平成　　年度）

賃金改善見込総額

（該当する項目にレ点を付すこと。手当等に
ついては、具体的名称を記載すること。）

②

前年度処遇改善等加算等加算実績額繰越金

賃金改善見込額

賃金改善を行う給与項目 □基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

加算見込額

（再掲） 円

円

円

設置者名

平成　　　年　　　月　　　日
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第３号様式の２

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

合計額 (注３) 円 (注３) 円 円

注１：当初の加算見込額

注２：配分調整後の加算見込額

注３：合計金額が合致していることを確認

注４：様式３－１(1)①㋐処遇改善等加算【国】に（1,000円未満切り捨てして）転記

注５：差額の合計が０であることを確認

施設・事業所番号

施設・事業種別

国（注１）

算出による
加算見込額（Ａ）
※1,000円未満切り

捨て

代表者職・氏名

設置者名

設置者住所

賃金改善計画書（内訳表）（平成　　　年度）

番号 都道府県名 市区町村名 施設・事業所名

横浜市　　　　　　区市町村名

施設・事業所名称

施設・事業所住所

印

国（注２・４）

配分調整後の
加算見込額（Ｂ） 差額（Ａ－Ｂ）

（注５）
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第３号様式の３

雇用形態 職　種 確　認　日 確　認　日

1 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

2 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

3 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

4 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

5 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

6 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

7 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

8 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

9 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

10 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

11 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

12 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

13 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

14 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

15 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

16 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

17 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

18 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

19 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

20 平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

施設名 施設名

代表者名 印 代表者名 印

※注

※注
※注

※注４

賃金改善確認書（平成　　年度）　

施設・事業所住所

施設・事業所名称

施設・事業所番号

市町村名 横浜市　　　　　　　　区

施設・事業種別

実施計画時
氏　名（自署）

□　賃金改善計画書（別添）に基づき、
賃金改善が行われたことを確認いたしま
した。

代表者職・氏名

設置者名

設置者住所

□　賃金改善計画書（別添）に基づ
き、賃金改善が行われることの説明を
受けました。

印

　代表者は賃金改善実施後、賃金改善を実施した職員から、写しの上記「実績報告時」欄に自署で署名
を受け、「賃金改善実績報告書（第６号様式の１）」に添付し提出すること。

　代表者は策定した「賃金改善計画」について、施設・事業所に勤務する全ての職員に対し周知をした
後、賃金改善の対象となる職員から、上記「実施計画時」欄に自署で署名を受けること。

　実績書報告時には計画時で保管していた「実施計画時欄に自署で署名が書かれた写し」の「実績報告
時」欄に自署で署名を受けること。

　署名後、写しをとり保管すること。計画書提出時には原本を送付すること。

平成　　年　　月　　日平成　　年　　月　　日

実績報告時
氏　名（自署）
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第４号様式

下記について、すべての職員に対し、周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。

キャリアパスに関する要件について

①

ａ

ｂ

ｃ

※①aの勤務条件とは、始業・終業時刻、休憩時間、休日、休暇、退職、就業時転換のことをいう。

※①bの賃金体系とは賃金の決定・計算・支払いの方法、締日・支払いの時期、昇給等のことをいう。

※①cの就業規則は労働契約就業規則に準じる。

＜添付書類＞チェックしてください。

□ 就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの

□ 給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの
□ 当該年度の研修の目標と研修計画、能力評価の仕組みが分かるもの
□ 資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの

職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件を定めている。

職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について定めている。

就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての職員に周知している。

（新規施設・事業所又が、新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は必ず挙証資料の
提出をお願いします。既存施設・事業所で、昨年度も賃金改善要件（キャリアパス要件）が
「適」だった場合は、変更がなければ提出は必要ありません。なお、変更がある場合は、変更
後の資料もしくは変更箇所や変更内容が分かるものの提出をお願いいたします。）

代表者職・氏名 印

※②eアについては、記入に変えて各施設・事業所で定めた年間の研修計画及び研修参加計画を添
付することでも可。

＜資質向上のための目標策定について＞
　保育所保育指針や幼稚園教育要領に基づき、施設・事業所の果たすべき役割をきちんと認識し
たうえで、各施設・事業所の特色、重視していること（強み）、これから伸ばしていきたいとこ
ろといった視点で、職員と意見交換を行って目標を策定してください。
　すでに、資質向上の目標がある場合も、この機会に職員との意見交換を行い、再度共有を図っ
てください。

＜具体的な取組内容＞
　保育所保育指針及び保育所保育指針解説書並びに幼稚園教育要領及び幼稚園教育要領解説で求
められる職員の資質や能力の習得及び向上のために必要な研修を実施してください。
　また、市役所や区役所で行う研修、国や各種団体が行う研修への参加機会を提供してくださ
い。さらに、研修実施や参加だけでなく、業務を通じた研修（OJT）をどのように行うかといった
視点を盛り込んだ研修計画であることが望ましいと考えます。

次の内容について、当てはまるものに○をつけること。太枠内（該当・非該当）にレ点を入れること。

（①及び②に該当していれば本要件を満たす。）

次のａからｃまでのすべての要件を満たす。

□ 　該当
□ 非該当

設置者住所

設置者名

施設・事業種別

施設・事業所番号

施設・事業所名称

施設・事業所住所

市町村名 横浜市　　　　　　　区

横浜市　　　　　　　区

キャリアパス要件届出書（平成　　年度）

平成　　　年　　　月　　　日
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横浜市長

(添付資料)

□第３号様式の３（賃金改善確認書）
□第６号様式の１（賃金改善実績報告書）
□第６号様式の２（賃金改善実績報告書（内訳表））※配分した場合のみ
□第７号様式（職員賃金改善一覧表）

□必要な書類すべてが入っていることを確認しました。
□記入漏れはありません。

第５号様式

設置者名

代表者職・氏名

賃金改善実績についての届出書（平成　　　年度）

施設・事業所番号

施設・事業所住所

施設・事業所名称

設置者住所

施設・事業所区名 横浜市　　　　　　　　区

平成　　　年　　　　月　　　　日

施設・事業種別

　別添のとおり、保育・教育に従事する職員の処遇改善実績報告書その他必要な書
類を添えて届け出ます。

書類についての連
絡先電話番号

担当者

印
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第６号様式の１ 横浜市　　　　　　　区

市町村名

施設・事業種別

施設・事業所番号

施設・事業所住所

施設・事業所名称

設置者住所

設置者名

代表者職・氏名

（１）賃金改善実績

㋐＋㋑

（再掲） ㋐

㋑

②

(e)

ア　常勤職員

支払った給与の項目

④

加算実績額

　具体的な支払い方法

円

円

円

（該当する項目にレ点を付すこと。手当
等については、具体的名称を記載するこ
と。）

□基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

円

イ　基準年度における賃金水準を適用した場合の
賃金

の総額

ア　賃金改善を行った場合の賃金の総額

円

円

ウ（再掲）
　法定福利費等の事業主負担増加額 円

③

　加算実績額と賃金改善に要した費用の総額
との差額（①-③）（残額が生じた場合の
み）

（(1)の②の期間における総額）
円

職員一人当たりの賃金月額

支給した賃金総額（賞与等及び残業代含む）

⑥

（２）保育士、幼稚園教諭、保育教諭に係る賃金改善実績
　　　（※家庭的保育事業、小規模保育事業Ｃ型の家庭的保育者を含む）

円
（一円未満切り捨て）（⑤÷③）

賃金改善実績報告書（平成　　年度）

賃金改善実施期間 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

賃金改善に要した費用の総額（ア－イ+ウ）

（法定福利費等の事業主負担増加額を含む）
（1,000円未満切り捨て） 円

(a),(b),(c),(d),(e)を合計した後、1,000円未満を切り捨て

　下記について、相違ないことを証明いたします。

①

横浜市　　　　　　　区

印

平成　　　年　　　月　　　日

処遇改善等加算【国】（1,000円未満切り捨て）

職員処遇改善費【市】（1,000円未満切り捨て）

①
対象職員

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

②
賃金改善を実施した職員

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

③
対象職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

④
賃金改善を実施した職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

⑤
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第６号様式の１ 横浜市　　　　　　　区

賃金改善実績報告書（平成　　年度）

イ　非常勤職員

⑦

①

賃金改善に要した費用の総額（ア－イ）

（法定福利費等の事業主負担増加額を除く）
（(1)の②の期間における総額）

□基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

詳細：

円(a)

（該当する項目にレ点を付すこと。手当等に
ついては、具体的名称を記載すること。）

一人当たりの賃金改善月額
円

（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

対象職員
人

（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

改善した給与の項目

（該当する項目にレ点を付すこと。手当等に
ついては、具体的名称を記載すること。）

円

イ　基準年度における賃金水準を適用した場合の
賃金の総額 円

ア　賃金改善を行った場合の賃金の総額 円

②
賃金改善を実施した職員

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

③
対象職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

⑨

⑧

賃金改善の方法

⑦
ア　賃金改善を行った場合の賃金の総額

④
賃金改善を実施した職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

詳細：

（一円未満切り捨て）（⑦÷③）

賃金改善の具体的な方法

※　賃金改善時期及び一人あたりの
平均賃金改善額を明記して記載する
こと。

時期：平成　　　　　　　年　　　　　　　月

～平成　　　　　　　　年　　　　　　　　月

一人当たりの平均賃金改善額：                      円

一人当たりの賃金改善月額
円⑨

⑤
支給した賃金総額（賞与等及び残業代含む）

円
（(1)の②の期間における総額）

⑥
職員一人当たりの賃金月額

円
（一円未満切り捨て）（⑤÷③）

賃金改善に要した費用の総額（ア－イ）
（法定福利費等の事業主負担増加額を除く）
（(1)の②の期間における総額）

⑧

賃金改善の方法

改善した給与の項目

円

イ　基準年度における賃金水準を適用した場合の
賃金の総額 円

(b)

賃金改善の具体的な方法

※　賃金改善時期及び一人あたりの
平均賃金改善額を明記して記載する
こと。

時期：平成　　　　　　　年　　　　　　　月

～平成　　　　　　　　年　　　　　　　　月

一人当たりの平均賃金改善額：                      円
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第６号様式の１ 横浜市　　　　　　　区

賃金改善実績報告書（平成　　年度）

ア　常勤職員

（再掲） 事務職員

調理員

保健師

看護師

准看護師

栄養士・栄養教諭

その他

（再掲） 事務職員

調理員

保健師

看護師

准看護師

栄養士・栄養教諭

その他

③
対象職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

対象職員
人

人

人

人

④
賃金改善を実施した職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

詳細：

一人当たりの賃金改善月額
⑨

⑤

⑧

賃金改善の方法

改善した給与の項目

（該当する項目にレ点を付すこと。手当等に
ついては、具体的名称を記載すること。）

賃金改善の具体的な方法

※　賃金改善時期及び一人あたりの
平均賃金改善額を明記して記載する
こと。

時期：平成　　　　　　　年　　　　　　　月

～平成　　　　　　　　年　　　　　　　　月

一人当たりの平均賃金改善額：                      円

円
（一円未満切り捨て）（⑦÷③）

支給した賃金総額（賞与等及び残業代含む）
円

（(1)の②の期間における総額）

⑥
職員一人当たりの賃金月額

円
（一円未満切り捨て）（⑤÷③）

賃金改善に要した費用の総額（ア－イ）
（法定福利費等の事業主負担増加額を除く）
（(1)の②の期間における総額）

円(ｃ)

⑦
ア　賃金改善を行った場合の賃金の総額 円
イ　基準年度における賃金水準を適用した場合の
賃金の総額 円

□基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

人

人

（３）（２）以外の職員に係る賃金改善実績

人

人

（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

①

賃金改善を実施した職員
人

（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

人

人

人

人

人

人

人

②
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第６号様式の１ 横浜市　　　　　　　区

賃金改善実績報告書（平成　　年度）

イ　非常勤職員

（再掲） 事務職員

調理員

保健師

看護師

准看護師

栄養士・栄養教諭

その他

（再掲） 事務職員

調理員

保健師

看護師

准看護師

栄養士・栄養教諭

その他

(d)

③
対象職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

人

賃金改善を実施した職員

④
賃金改善を実施した職員（常勤換算数）

人
（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

人

人

②

①

対象職員
人

（(1)の②の期間における延べ人数（人月））

人

人

人

⑤
支給した賃金総額（賞与等及び残業代含む）

円
（(1)の②の期間における総額）

⑥
職員一人当たりの賃金月額

円
（一円未満切り捨て）（⑤÷③）

～平成　　　　　　　　年　　　　　　　　月

賃金改善に要した費用の総額（ア－イ）
（法定福利費等の事業主負担増加額を除く）
（(1)の②の期間における総額）

円

⑦
ア　賃金改善を行った場合の賃金の総額 円

イ　基準年度における賃金水準を適用した場合の
賃金の総額 円

⑨
一人当たりの賃金改善月額

円
（一円未満切り捨て）（⑦÷③）

賃金改善の具体的な方法

※　賃金改善時期及び一人あたりの
平均賃金改善額を明記して記載する
こと。

時期：平成　　　　　　　年　　　　　　　月

詳細：

⑧

賃金改善の方法

改善した給与の項目

（該当する項目にレ点を付すこと。手当等に
ついては、具体的名称を記載すること。）

□基本給
□手当（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□賞与（一時金・その他（　　　　　　　　　　　））
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

一人当たりの平均賃金改善額：                      円

人

人

人

人

人

人

人

人
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第６号様式の２

1 円

2 円

3 円

4 円

5 円

6 円

7 円

8 円

9 円

10 円

11 円

12 円

合計額 (注３) 円(注３) 円 円

注１：加算実績額

注２：配分調整後の加算実績額

注３：合計金額が合致していることを確認

注４：様式６－１(1)①の処遇改善等加算【国】に（1,000円未満切り捨てして）転記

注５：差額の合計が０であることを確認

設置者名

設置者住所

施設・事業所名称

国（注１）

算出による
加算実績額（Ａ）

※1,000円未満切り捨
て

番号 都道府県名 市区町村名 施設・事業所名

代表者職・氏名

賃金改善実績報告書（内訳表）（平成　　年度）

施設・事業所住所

施設・事業所番号

施設・事業種別

市町村名 横浜市　　　  　　　区

国（注２・４）

配分調整後の
加算実績額（Ｂ）

印

差額（Ａ－Ｂ）
（注５）
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第７号様式

　下記について、相違ないことを証明いたします。

雇用形態 職　種 計

1 円

2 円

3 円

4 円

5 円

6 円

7 円

8 円

9 円

10 円

11 円

12 円

13 円

14 円

15 円

16 円

17 円

18 円

19 円

20 円

21 円

22 円

23 円

24 円

25 円

※　本資料には、賃金改善に要した額の積算資料を添付すること。

※　㋑の合計は、第６号様式の１(1)③の下段(e)の法定福利費等の事業主負担増加額と一致すること。

㋑㋐

※　㋐の合計は、第６号様式の１(2)(3)各号⑦(a),(b),(c),(d)の合計と一致すること。

職員賃金改善一覧表（平成　　年度）　

合　　　計 円

支給した賃金総額
（第2号様式-1

(1)②の期間における総額）

法定福利費等の
事業主負担増加額

横浜市　　　　　　　区

円円

賃金改善に要した
費用の総額

円

※　法定福利費等の事業主負担増加額を個々に算出することが不可能な場合、合計欄にまとめて記入することも可。

平成　　年　　月　　日

施設・事業種別

施設・事業所番号

市町村名

代表者職・氏名

設置者名

設置者住所

施設・事業所名称

施設・事業所住所

印
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第 17 号様式（表面） 

 

特定教育・保育提供者の業務管理体制の整備に関する届出書 

   年  月  日 

（届出先） 

横浜市長 

 

（届出者）                      

  住所                       

   

  事業者の名称又は氏名                       

 

  代表者氏名                     印 

 

 子ども・子育て支援法第 55 条第２項第１号の規定による業務管理体制の整備に関して、全ての

施設・事業所が横浜市内に所在するため、同法施行規則第 46 条第１項各号に掲げる事項を以下の

通り届け出ます。 

 

［横浜市記入欄］設置者・事業者番号             

１ 事業者（確認を受けている施設の設置者（法人等）） 

（１）事業者の名称又は氏名（フリガナ） 

 

（２）法人等の種別 

 

（３）主たる事務所の所在地 

 

（４）連絡先 

    ＴＥＬ              ＦＡＸ 

（５）法人等の代表者 

①代表者の氏名（フリガナ） 

 

  ②代表者の生年月日 

 

  ③代表者の住所 

 

  ④代表者の職名 

 

 

（裏面あり） 
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第 17 号様式（裏面） 

（６）主な施設・事業所 

施設番号 名称 確認年月日 施設・事業の種別 所在地 

     

 

     

 

     

 

                                    計    ヶ所 

※この様式に書ききれない場合は、施設等一覧を別添様式（任意）により添付してください。 

 

２ 届け出時点における施設または事業所の状況 

（１）当該事業者が確認を受けている施設または事業所の数 

    

３ 法令遵守責任者 ［子ども・子育て支援法施行規則第 46 条第１項第２号］ 

（１）氏名（フリガナ） 

 

（２）生年月日 

 

４ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 ［同上第３号］ 

（確認を受けている施設又は事業所の数が 20 以上の事業者の場合に限る） 

※この様式に書ききれない場合は、別添様式（任意）により添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 業務執行の状況の監査の方法の概要 ［同上第４号］ 

（確認を受けている施設又は事業所の数が 100 以上の事業者の場合に限る） 

※この様式に書ききれない場合は、別添様式（任意）により添付してください。 
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第 17 号様式（表面） 

 

特定教育・保育提供者の業務管理体制の整備に関する届出書 

   年  月  日 

（届出先） 

横浜市長 

 

（届出者）                      

  住所  横浜市中区○町○番地           

   

  事業者の名称又は氏名  社会福祉法人横浜             

 

  代表者氏名  横浜 太郎              印 

 

 子ども・子育て支援法第 55 条第２項第１号の規定による業務管理体制の整備に関して、全ての

施設・事業所が横浜市内に所在するため、同法施行規則第 46 条第１項各号に掲げる事項を以下の

通り届け出ます。 

 

［横浜市記入欄］設置者・事業者番号             

１ 事業者（確認を受けている施設の設置者（法人等）） 

（１）事業者の名称又は氏名（フリガナ） シャカイフクシホウジンヨコハマ 

                    社会福祉法人横浜 

（２）法人等の種別  営利法人 

 

（３）主たる事務所の所在地  横浜市中区○町○番地 

 

（４）連絡先 

    ＴＥＬ 045-****-****     ＦＡＸ 045-****-**** 

（５）法人等の代表者 

①代表者の氏名（フリガナ） 横浜 太郎（ヨコハマ タロウ） 

 

  ②代表者の生年月日  昭和○○年○月○日 

 

  ③代表者の住所  横浜市中区△町△番地 

 

  ④代表者の職名  代表取締役 

 

 

（裏面あり） 

届出日を記入して

ください。 

記入例 

設置者・事業者の名称又

は氏名、代表者氏名は登

記内容等と一致させてく

ださい。法人の代表者印

を押印してください。 

設置者・事業者番号に記入する

必要はありません。 

設置者・事業

者の名称又

は氏名、住

所、法人等の

種別、代表者

の職名、代表

者の住所は、

登記内容等

と一致させ

てください。 
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第 17 号様式（裏面） 

（６）主な施設・事業所 

施設番号 名称 確認年月日 施設・事業の種別 所在地 

xxxxxx ○○保育園 平成１０年 

４月１日 

認可保育所 横浜市中区□町□番地 

 

     

 

     

 

                                    計  １ ヶ所 

※この様式に書ききれない場合は、施設等一覧を別添様式（任意）により添付してください。 

 

２ 届け出時点における施設または事業所の状況 

（１）当該事業者が確認を受けている施設または事業所の数 

    １ ヶ所 

３ 法令遵守責任者 ［子ども・子育て支援法施行規則第 46 条第１項第２号］ 

（１）氏名（フリガナ）  

関内 花子（カンナイ ハナコ） 

（２）生年月日 

       昭和××年×月×日 

４ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 ［同上第３号］ 

（確認を受けている施設又は事業所の数が 20 以上の事業者の場合に限る） 

※この様式に書ききれない場合は、別添様式（任意）により添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 業務執行の状況の監査の方法の概要 ［同上第４号］ 

（確認を受けている施設又は事業所の数が 100 以上の事業者の場合に限る） 

※この様式に書ききれない場合は、別添様式（任意）により添付してください。 

 

 

 

 

 

 

法令遵守規程の概要及び業務

執行の状況の監査の方法の概

要を届け出る際に欄内に記入

しきれない場合は、概要等が分

かる資料を添付してください。 

添付資料は、Ａ４用紙により、

既存資料の写し及び両面印刷

したもので構いません。 

添付資料については、（資料１）

の（注２、３）にご留意くださ

い。 
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第 18 号様式（表面） 

 

特定教育・保育提供者の業務管理体制に関する変更届出書 

  年  月  日 

（届出先） 

横浜市長 

 

（届出者）                    

     住所                     

   

  事業者の名称又は氏名                     

 

  代表者氏名                   印 

 

 業務管理体制に関する事項の変更があったので、子ども・子育て支援法第 55 条第３項の規定に

より届け出ます。 

 

［横浜市記入欄］設置者・事業者番号             

変更の内容 
変 更
す る
箇 所
に ○ 

事項 変更前 変更後 

 法人等の種別、

名称（フリガナ） 

  

 主たる事務所の

所在地、電話、

ＦＡＸ番号 

  

 代 表 者 の 氏 名

（フリガナ）、

生年月日 

  

 代表者の住所、

職名 

  

 施設・事業所の

名称等及び所在

地 

  

 施設・事業の種

別 

  

 

（裏面あり） 
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第 18 号様式（裏面） 

 
変 更
す る
箇 所
に○ 

事項 変更前 変更後 

 

届出先 

行政機関名称、

担当部（局）課 

 

 
 

区分変更の理由  

区分変更日  

 
法令遵守責任

者（フリガナ） 

氏名： 

生年月日： 

氏名： 

生年月日： 

 

業務が法令に

適合すること

を確保するた

めの規程の概

要 

（確認を受け

ている施設又

は事業所の数

が 20 以上の事

業者の場合に

限る） 

  

 

業務執行の状

況の監査の方

法の概要 

（確認を受け

ている施設又

は事業所の数

が 100以上の事

業者の場合に

限る） 
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第 18 号様式（表面） 

 

特定教育・保育提供者の業務管理体制に関する変更届出書 

  年  月  日 

（届出先） 

横浜市長 

 

（届出者）                    

     住所  横浜市中区○町○番地         

   

  事業者の名称又は氏名  社会福祉法人横浜           

 

  代表者氏名  横浜 太郎            印 

 

 業務管理体制に関する事項の変更があったので、子ども・子育て支援法第 55 条第３項の規定に

より届け出ます。 

 

［横浜市記入欄］設置者・事業者番号             

変更の内容 
変 更
す る
箇 所
に ○ 

事項 変更前 変更後 

○ 法人等の種別、

名称（フリガナ） 

社会福祉法人関内 

シャカイフクシホウジンカンナイ 

社会福祉法人横浜 

シャカイフクシホウジンヨコハマ 

 主たる事務所の

所在地、電話、

ＦＡＸ番号 

  

 代 表 者 の 氏 名

（フリガナ）、

生年月日 

  

 代表者の住所、

職名 

  

 施設・事業所の

名称等及び所在

地 

  

 施設・事業の種

別 

  

 

（裏面あり） 

届出日を記入して

ください。 

設置者・事業者の名称又

は氏名、代表者氏名は登

記内容等と一致させてく

ださい。法人の代表者印

を押印してください。 

設置者・事業者番号に記入する

必要はありません。 

届出事項に変
更があった場
合は、「変更が
あった事項」
欄の該当する
項目番号に○
を付け、「変更
の内容」欄に
具体的に記入
してくださ

い。 
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第 18 号様式（裏面） 

 
変 更
す る
箇 所
に○ 

事項 変更前 変更後 

○ 

届出先 

行政機関名称、

担当部（局）課 

横浜市こども青少年局 

保育・教育運営課 

内閣府子ども・子育て本部 

子ども・子育て支援担当 

区分変更の理由 △△県にて保育所の確認を受けたため 

区分変更日 平成□□年□月□日 

 

法令遵守責任

者（フリガナ） 
氏名： 

生年月日： 

氏名： 

生年月日： 

 

業務が法令に

適合すること

を確保するた

めの規程の概

要 

（確認を受け

ている施設又

は事業所の数

が 20 以上の事

業者の場合に

限る） 

  

 

業務執行の状

況の監査の方

法の概要 

（確認を受け

ている施設又

は事業所の数

が 100以上の事

業者の場合に

限る） 

  

 

 

 

施設等の新規確認・廃止等により区分が

変更された日を記入してください。 
○区分変更された理由を具体的に 
記入してください。 

○欄内に書ききれない場合は、この 
様式への記入を省略し、変更の理
由がわかる資料を添付していただ
いても差し支えありません。 

○添付資料は A４用紙により、両面
印刷したものでも構いません。 
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　　年　　月　　日

　　　　    　区福祉保健センター長

所   在   地

代表者職氏名 印

※保育所におけるアレルギー疾患生活管理指導表が提出されている児童を記入してください。

※小数点以下切捨て

＊年度初めの請求時には、アレルギー対応マニュアルの写しを添えて提出してください。

アレルギー児童数

　　　年　　月１日時点のアレルギー対応児童を報告します。

か月

÷
利用定員

か月

13

歳　　か月

設置主体名

※行が足りない場合は適宜追加してください。

＝
利用定員に対する割合

％

歳　　か月 年 　 月  　日

15 年 　 月  　日

12

9

14

11

歳　　か月

8

5

10

7

4

6

3

2

1

アレルギー児童数報告書

番号 　　児　 童　 名

施設・事業所名

年 　 月  　日

生活管理指導表
提出年月日

除去期間および
再評価の見通し

か月

年齢

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

歳　　か月

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日

年 　 月  　日 か月

か月

か月

か月

か月

か月

か月

備考

か月

か月

か月

か月

か月
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様
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年

　
　

　
月

　
　

　
日

　
区

福
祉

保
健

セ
ン

タ
ー

長
施

設
・
事

業
所

番
号

所
  

 在
  

 地

代
表

者
職

氏
名

印

※
小
数
点
以
下
、
四
捨
五
入
。

№
対

象
児

童
対
象
児
童
の
保
護
者

氏
　
　
名

生
年

月
日

（実
施

年
齢

）
国

籍

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

父

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

氏
　
　
名

生
年
月
日

国
籍

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

父

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

父

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

父

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

父

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

父 父

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

外
国

人
児

童
報

告
書

（
　
　
　
　
歳
）

母

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

設
置

主
体

名

　
年

　
　

月
１

日
時

点
の

外
国

人
児

童
の

状
況

を
報

告
し

ま
す

。

施
設
・
事

業
所

名

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

認
可
定
員

名
外

国
人

児
童

数
名

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

外
国
人
児
童
の
割
合

％

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)
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